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第 4 回企業における 自律的な安全衛生管理の 進め方検討会議事録概要 ( 案 ) 

  
  

  
  
  

  
  

  

  
  

  

「 日 時 平成「 5 年 7 月 29 日 ( フ火 )  Ⅰ 0:00 ～Ⅰ 2:0O 

2  場 所 経済産業省筆「 0 「 4 号会議室 

3  出席者 

( 委員 )  平野座長、 太田委員、 衣川委員、 小出委員、 小林委員、 後藤委員、   

柴田委員、 高委員、 畠中委員、 森委員、 宮尾委員 

( 行政 )  大石安全衛生部長、 申 沖 計画課長、 中林衛生課長、 飛鳥化学物質 
調査課長、 高橋建 対 室長、 高橋環境改善室長、 他 
オブザーバー 

4  議事概要 

小出委員から、 英国等の欧州における 安全衛生に関する 現状、 現場に於けるリスク 

アセスメントの 実施の事例等、 労働安全衛生分野におけるリスクアセスメントの 現状に 

ついて説明後、 意見交換。 

0  輸送用機械 案 における作業環境のリスクアセスメントは、 安全と別の流れか。 
づ 安全と別の流れであ る。 環境、 産業保健での 方法論は試行錯誤であ る。 メンタルの 要 

因を入れると 大変難しくなる。 

0  リスクアセスメントの 成果についてはどのように 評価しているのか 

つ 休業日数の減少のように 従来型の評価もあ るが、 個々に洗い出したリスクの 評価も 

行っており、 リスク総体の 評価 点 による変化もみている。 

森 委員から、 現場での実績の 紹介、 メンタルヘルスのリスクアセスメント、 過重労働へ 

の対応等を含めた 労働衛生、 ( 産業保健 ) 分野におけるリスクアセスメントに 関しての説 

明後、 意見交換。 
0  メンタルヘルスに 関しては全体の 組織における 問題を専門家に 定期的に評価して 
貰うことも必要でないか。 

づ 組織の評価は、 組織の長に対するきっか け づくりになる。 個人の問題は 個人の問題と 

して組織として 相談窓口を設け、 個々にアクセスする 方法が一般的であ る。 

0  海外勤務において、 衛生事情、 価値観の差によるメンタルヘルスの 問題が発生す 

ることから、 医者はメンタルヘルスの 相談役も果たしており、 産業医も同様ではない 

か   

づそのとおりであ り、 産業医はメンタルヘルスから 避けて通ることほできない。 

0  過重労働対策におし 、 て 、 実態の時間管理が 困難な場合が 多いのではないか。 

づ 基本的には労働時間は 申告べ ー スの数字でしかたないが、 企業によっては、 コンピュ 

 
 

 
 

 
 

  



一ク の 使用時間の管理から 労働時間を管理する 等の工夫をしている 事例 t あ る。 時 

間管理を行わない 管理職に問題が 発生する可能性が 高い。 

「今後の鉱山保安の 在り方について」の 説明後、 意見交換。 

0  本 検討会の議論に 参考になるものであ り、 特に労働安全衛生法におけるずい 道掘 
削の規制の在り 方の議論に大変参考になる。 

報告書骨子案の 修正について 説明後、 意見交換。 

0  sRK けうャ叶 ，リスポンシブルインガストメント ) の発想で、 公的年金の運用に 労働安全衛 

生についての 評価項目を入れて 評価を行うよう 信託銀行等に 指示を出すこともあ る 

のではないか。 

0  報告書骨子の 2 の (1) を企業の社会責任 (CSRC コ一 が し叶 ・ ト シャルリスが ンシい庁 7)) 

に関する内外の 動きということで 展開してはどうか。 

0  建設業に関しては、 元請と下請との 間に安全衛生へ 取り組む姿勢に 大きな乖離が 

あ る。 フィー ド / 心 ソクする形式でインセンティブを 刺激することを 考えると良いのではな 

いか。 

0  製造業において 労働者混在があ る場合において、 リスクアセスメントや 労働安全衛 

生 マネジメントシステムを 動かす主体は、 事業場のトップであ ると考える。 労働安全，衛 

生マネジメント 指針において、 事業者の定義は、 当該作業場所を 管理する権 原を有 

する者であ ると明確にしないと、 労働安全衛生マネジメントシステムは 機能しないので 

ぼ ないか。 

0  ILo の労働安全衛生マネジメントシステムは、 場 全体を統括する 企業に責任を 負わ 
せるグローバルスタンダードであ り、 これを基本に 考えるべきであ る。 

5  その他 

次回は 9 月以降。 



「企業における 自律的な安全衛生管理の 進め方」中間報告書 ( 案 ) 

はじめに 

労働者の安全と 健康を守ることほ、 戦後の労働基準行政の 最重点項目のひとっとして 

行政努力が傾注されてきたが、 昭和 3 6 年に労働災害による 死亡者数はピークに 達した。 

その後、 高度経済成長期に 入るとともに 産業の質的な 変革と労働者数の 増加が進み、 労 

働災害は引き 続き高水準で 推移し、 重篤な労働災害も 発生するという 状況が継続した。 

このような状況を 踏まえて、 労働安全衛生法が 昭和 4 7 年に制定され、 新たな産業社会 

における総合的な 安全衛生確保のための 施策が推進きれてきた。 

労働安全衛生法でぼ、 労働災害の防止のために、 事業者が遵守すべき 最低限の安全衛 

生水準を設けるとともに、 自主的な安全衛生管理の 推進を図ってきた。 しかしながら、 
第 「 0 次の労働災害防止計画に 記述されているように、 社会経済情勢の 変化の中で雇用 

の 流動化、 就業形態の多様化等が 進んでおり、 今後の安全衛生管理の 在り方について 検 

討 が求められている。 

当 検討会では、 このような背景を 踏まえ検討を 行い、 行政への提言をまとめたもので 

あ る。 

1  企業内の安全衛生上の 間 題点 

(1) 職場におけるリスク " の 存在 

ア 労働安全衛生法が 制定され、 以来 3 0 年同法に基づき 総合的な労働災害防止対策 

を 展開してきているところであ るが、 今なお、 労働災害による 被災者数は年間約 55 万 

人 ( 労災保険新規受給者数 ) に達しており、 そのうち休業 4 日以上の死傷者が 約 1 3 万人 

を占めている。 また、 死亡者数については、 昭和 36 年の 6, 7 1 2 人を頂点として、 労 

働 安全衛生法が 制定された昭和 47 年から 4 年間で半減に 近い減少を示してから 漸減傾向 

にあ ったが、 平成「 0 年に 2, 0 00 人の壁を破って 以降、 着実に減少しつつあ る。 しか 

し 、 今なお年間 1 , 6 00 人を超える労働者が 労働災害により 死亡している。 他方、 一度 

に 3 人以上が被災する 重大災害の件数は、 年間 200 件前後で推移しており、 減少の傾向 

が認められず、 最近では化学工業、 鉄鋼業等において 重大災害が続発している。 また、 厚 

生 労働省の調査では、 労働災害の発生にったがるヒヤリハ ツ 卜を体験している 労働 

者は、 製造業では 6 5%0 と多く、 機械設備の使用、 作業内容、 有害物の取扱い 等の 
潜在的なリスクが 作業場所に依然として 数多く存在していると 考えられる。 今後、 

労働災害を更に 画期的に減少させるためには、 これらのリスクを 低減していくこと 

が必要であ る。 

イ 労働衛生対策という 観点でほ、 脳血管疾患及び 虚血性心疾患等で 3 「 7 件が業務 

上と認定されるなど、 現下の厳しい 経済情勢において、 業務の質的。 量的な増大な 

*1  リスク : 労働災害の発生する 確率とその災害の 大きさを組み 合わせることによって 

表す危険性の 指標 
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どによる心理的ストレスの 増加や過重労働による 健康障害の発生などが 新たな課題 

として注目され、 その対策の重要性が 増大してきている。 このような職場に 存在す 
る作業関連疾患等に 関連するリスク 要因に対するリスクアセスメント 等の必要性も 
指摘されている。 

ウ 化学物質等については、 その新規化学物質の 登録数は約 5 5, 0 0 0 種類を数え、 
毎年新たに約 5 0 0 種類以上の化学物質等が 職場に導入されている 他、 近年、 我が 

国の生産現場が 多品種少量生産型に 移行していることなどに 伴い、 化学物質等を 取 
り扱う形態等も 多様化するとともに、 頻繁に変更される 傾向にあ る。 このような 状 
況の中で、 有機溶剤中毒予防規則等の 特別規則によって 規制されていない 化学物質 
等による健康障害も 後を絶たないこと 等から、 法令の遵守を 中心とした化学物質管 
理 に加え、 化学物質のリスクに 応じた対応を 企業が一層積極的に 進める必要性も 指 
摘されている。 

(2) 安全衛生のノウハウの 継承が不十分であ ること等による 影響 
事業場では、 安全衛生パトロール、 ヒヤリハット 報告、 危険予知活動等の 職場に 

密着した自主的な 労働災害の防止活動が 進められてきている。 しかしながら、 この 

自主的な活動がマンネリ 化している懸念もあ り、 さらに、 自主的な活動が 安全衛生 

担当者個人の 知識、 経験、 意欲に負 う ところが少なくないという 問題もあ った。 こ 

のため、 労働災害が多発した 時代を経験し、 労働災害防止のノウハウを 蓄積した者 
が退職又は異動する 際に、 この安全衛生管理のノウハウが 事業場内において 十分継 
承されないといった 場合にほ、 従来からの自主的な 安全衛生活動の 継続が困難とな 
るおそれがあ る。 また、 経営環境が厳しさを 増す申で、 安全衛生管理組織の 縮小、 
安全衛生関係業務以覚の 兼務の増大等が 進展しており、 安全衛生にあ まり経験のな 
い者が担当する 場合や安全衛生活動に 充てる時間が 減少する場合もあ り、 これによ 

り 、 事業場の安全衛生水準が 低下し、 労働災害の発生にっながるのではないかとい 

ぅ 懸念が指摘されている。 

(3) 企業の分社化等による 影響 
近年の社会経済情勢の 変化により、 分社化等の組織運営に 関する構造的変化が 企 
案内で増大してきており、 安全衛生管理体制もこの 変化の影響を 受けている可能性 
があ る。 

中央労働災害防止協会の「合併及び 分社化にともな う 事業場の安全衛生管理の 実 
態 に関する調査研究委員会」の 報告書 ( 参考資料 1 ) によると、 分社化等により 

ァ 分社化にともない、 安全衛生担当者の 人材不足や知識、 経験が不足している ケ 
一スがあ り、 安全衛生活動のレベル 低下が懸念されること 

寸 分社化された 事業場、 特に事業場の 一部が分社化された 場合には、 安全衛生活 
動において親会社の 支援を受けている 割合が高く、 分社化された 事業場が親会社 
に 大きく依存していること。 また、 安全衛生の責任が 不明確になること 

ウ 合併した各事業場の 安全衛生活動の 内容や歴史、 及び事業場間のレベル 差があ 
る 場合には、 合併後の安全衛生活動が 円滑に実施され ゲ 、 安全衛生水準の 低下 の 
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懸念が生じること 

等の間 題 があ ることが指摘されている。 

(4 Ⅰ就業形態の 変化、 雇用の流動化による 影響 
労働分野においては、 現在、 業務請負の拡大、 派遣労働者の 増加等の就業形態の 

多様化、 産業構造の変化や 労働者の就業意識の 変化等による 雇用の流動化が 進んで 
いる。 特に業務の外注化、 企業の分割化等により 指揮命令系統の 異なる労働者の 混 
在や安全衛生管理責任の 実態との ズし が増大しており、 これに対して、 有効な安全 

衛生管理体制が 取られていないのではないかとの 問題点 t 指摘されている。 

また、 我が国では、 従来、 終身雇用制という 雇用慣行の下で、 企業において 経営 

者と 労働者がともに 企業の発展を 支えてきたといわれているが、 経済情勢、 雇用情 
勢の悪化とともに、 雇用の流動化、 就業形態の多様化等が 進み、 特に若年者を 中心 

として労働者の 企業への帰属意識が 薄れてきている。 

(5) 仕様規定による 措置内容の固定化 
労働安全衛生法令においてほ、 危険有害要因を 特定し、 その要因に よ る労働災害 

を防止するための 措置の実施を 求める性能要件的な 規定が大部分であ るが、 実施す 
べき措置を特定し、 具体的な仕様等を 詳細、 一律に定めた 規定も一部あ る。 事業者 
にとって法令で 画一的な措置が 示されている 現状は、 事業者にとっては 対応を容易 

にする効果があ る反面、 事業者が行 う べき措置内容の 自由度が低く 新技術の導入や 
工夫によってコストの 低減化を図る 余地が小さいとの 指摘がなされている。 

(6) 企業倫理の低下 
昨今、 企業における 様々な不祥事が 発生し、 日本においても 企業倫理について 議 

誌 される機会が 多くなってきている。 企業倫理に反した 結果、 社会的責任が 厳しく 
追及されたり、 企業の経営そのものが 破綻に追い込まれるケースも 見られるところ 

であ る。 

労働安全衛生の 分野においても、 ボイラ一等の 安全管理が優良であ るとして、 連 

続運転の認定を 受けた事業者が 定められた測定をせず、 測定結果の虚偽の 記載を行 

い 認定の取り消しを 受けた事例もあ り、 企業倫理の低下が、 事業場内の安全衛生の 

確保にも影響を 及ぼす懸俳があ る。 

2  企業におけるリスク 管理 

(1) 企業の社会的責任 (CorDorate So ㎡ al Responsibility:GSR) 
企業の評価は 単に一企業の 評価に止まらず、 企業の属する 国及びその国民に 対す 

る 評価にまで影響を 及ぼすことがあ る。 企業の責任としては、 利益をあ げ、 ステー 

クホルダー へ 利益を還元する 責任であ る「経済的責任」とともに、 法令の遵守、 企 

業 倫理の確立、 社会的説明責任等の 法的な規範に 加え、 社会的な親範を 尊重する責 
八 """ 任であ る「社会的責任」があ る。 そのうち、 企業の評価の 大きな要因として、 企業 

 
 

  

 
 

 
 

3
 
 
 
一
   



が 「社会的責任」を 如何に果たしたかという 点が重視される 傾向にあ る。 

企業の「社会的責任」が 近年クローズアップされることとなった 背景として は 、 

「企業活動のバローバル 化」、 「企業間の競争の 激化」，「消費者等のステークホルダ 
一の意識の変化」、 「欧米価値観の 昔 及ゴが 考えられる。 

企業の社会的責任について、 欧州でぼこれを 制度化し、 基準を作るべきだという 

議論が多くなされており、 現在、 第 3 世代企業社会的責任マネジメントシステム 規 

格 を @0 で議論している。 

また、 米国では 1 9 8 7 年に連邦量刑ガイドライン ( 組織に対するガイドライン 

は 、 「 9 9 「年に施行 ) が定められ、 効果的なコンフライアンスプロバラムを 採用 

した企業については 罰則を軽くし、 採用しない企業については 罰則を重くする 仕組 

みを導入した。 
企業が安全衛生対策を 自律的に行うよう 促進するための 措置等について 検討する 

際には、 背景としてこのような 企業の社会的責任の 取組においてリスク 管理が大き 

な 要素であ ることについても 留意する必要があ る。 

(2)  自律的な安全衛生管理における 内外の動向 
ア 諸外国の動向 
(7)  米国では、 1  9  8  2  年より VPP  (Voluntary  Protection  Program  ( 自主的 予 
防 プロバラム )) と 呼ばれる自主安全管理制度を 導入している。 この制度は、 
安全衛生管理を 自主的に行っていく 意思を持ち、 この旨を OSHA ( 安全衛生声 ) 
へ 申請をした事業場に 対して、 書類審査と現場査察を 行ったのち、 VPP 参加事業 
場として認定するものであ り、 認定の見返りとして 定期監督の免除などのイン 

センテイブ措置・が 取られるといった 制度であ る。 この VPP 参加事業場として、 こ 
れまでに約 9 0 0 の事業場が認定されているところであ るが、 この認定につい 

ては、 安全衛生管理制度が 有効に機能しているかというシステム 監査的な事項 
に加えて、 過去 3 年間の災害と 疾病の発生率が 同じ産業の平均発生率を 下回っ 

ていることが 要求されるなど、 仕組みだけでなく 実績評価の要素も 有している 

点が特徴であ る。 

(<)  また、 企業におけるリスクアセスメントの 手法を核とする 自律的な安全衛生 
管理に有効な 一つの手法として、 継続的、 組織的なリスクアセスメント 及 び こ 

れを踏まえた 改善を実施することができる 労働安全衛生マネジメントシステム 
(OSHMS) があ る。 OSHMS は、 r 安全衛生管理のべテラン 担当者の退職等に 伴い、 
その安全衛生に 関する知識や 労働災害防止に 関するノウハウが 継承されていな 
い」等の課題に 対応し、 特別の個人的能力に 依存せず組織的、 継続的な安全衛 
主管理活動を 段階的に向上させる 仕組みであ る。 この OSHMS については、 国際労 
働機関 (lLo) や諸外国等において、 それぞれ検討、 導入等が進められてきたと 
ころであ り、 国際労働機関 (lLo) では、 2 0 0 ] 年 1 2 月にガイドラインを 公 
表したところであ る。 ( 参考資料 2) 

( ゥ ) EU においては、 1 9 8 9 年に「労働安全衛生の 改善を促進する 措置の導入に 

関する欧州理事会指令」㏄ U 労働安全衛生枠組み 指令Ⅰが採択され、 労働者の 
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安全と健康の 改善を促進するための 対策を導入すべきであ るとの目的の 下に、 

リスクアセスメントの 発想に基づく 体制の構築を 進めることとなった。 このた 

め、 EU 加盟国においてば 国内の法制度等の 整備を 1 9 9 2 年末までに進めるこ 

ととなった。 ( 参考資料 3) 
(1)  このような状況下において、 英国では、 「 9 9 「年に HSE ( 安全衛生 庁 ) が ( 成 
功 する安全衛生マネジメント (Successful health and safety management, HS 

G 65)) を定め、 その後の OSHMS の原型となっている。 さらに、 EU 労働安全衛生 

粋組み指令を 国内制度に導入するため、 1 9 9 2 年にリスクアセスメントを 基 

本 とする安全衛生管理規則を 整備した。 

その他の EU 諸国においても、 労働安全衛生枠組み 指令に基づく 制度の整備が 
進められ、 広くこの安全衛生管理の 自律的な取組が 推進されているところであ 

る 。 

イ 国内の動向 

国内的な自律的な 安全衛生管理の 取組として、 厚生労働省でも「 9 9 9 年 ( 平 

成 ] 「 年 ) 3 月労働安全衛生規則を 改正し、 第 2 4 条の 2 として「自主的活動を 

促進するため 必要な指針を 公表することができる」旨の 規定を定め、 これに基づ 
き、 「労働安全衛生マネジメントシステムに 関する指針」を 告示として公表し、 

その導入を進めているところであ る。 

労働安全衛生マネジメントシステムの 導入については、 災害防止団体等を 通じ 

て現在進められてきており、 その構築状況については、 現在全国で数百単位の 事 
業場でシステム 構築済み、 構築中又は構築予定とされているところであ る。 ( 参 
考 資料 4) さらに、 サン ョ一 、 キヤノン等導入により 労働災害が減少した 実例は 
数多い。 ( 参考資料 5) 

また、 特定の分野におけるリスクアセスメントの 考え方を導入したものとして、 

「機械の包括的安全基準」 ( 参考資料 6) 及び「化学物質管理指針」 ( 参考資料 7) 
があ る。 

3  労働安全衛生対策上の 課題に対する 考え方 

事業者、 労働者を取り 巻く環境の変化により、 労働安全衛生管理上いくつかの 課題 

が生じており、 さらに諸外国の 動向を踏まえ、 これらの課題について、 以下のような 

考え方を取ることが 適当であ ると考えられる。 

(1) 職場におけるリスクへの 対応の問題 
重大な災害や 新たな知見が 現れるたびに 規制の追加を 行っているが、 事業場内に 
存在する全ての 危険有害要因への 具体的な対策を 法規制により 網羅することは 難し 
い 。 現在でもなお、 年間 1 6 0 0 人以上の死亡者数及び 年間約 5 5 万人の死傷者が 

発生しており、 職場におけるリスクへの 対応が必要であ る。 

く 課題に関する 考え方方 
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労働安全衛生法で 定められた措置は、 必要条件であ って十分条件でない。 より高 

い安全衛生水準を 目指すための 仕組みの導入により、 年間約 5 5 万人の労働災害の 

死傷災害が起こっている 現状を打破し、 その着実な減少を 図ることが必要であ る。 

一方で、 新しい機械設備や 工法が導入されたり、 毎年数百の新規化学物質が 労働 

の場に持ち込まれ、 また危険有害要因が 存在する事業場の 実態もそれぞれ 異なって 

いる等の現状を 考えると、 全ての危険有害要因を 網羅し、 その具体的な 防止規定を 

定める規制は 現実的には難しい。 

このため、 事業者が危険有害要因の 特定、 リスクの評価及び 実施事項の検討、 計 

画の策定、 実施、 評価、 改善を組織的、 継続的に行う 自律的な安全衛生管理の 仕 組 

みの導入の検討を 進め、 リスクの合理的かつ 体系的な低減を 通じて、 安全衛生水準 

の 向上を図ることが 効果的であ る。 

(2)  安全衛生のノウハウの 継承に関する 問題 
事業場では、 労働災害防止のノウハウを 蓄積したべテラン 担当者の退職等に 伴い、 

安全衛生管理のノウハウが 事業場において 十分に継承されないこと 等により、 事業 

場の安全衛生水準の 低下が懸念される。 

く 課題に関する 考え方 ノ 

従来、 安全衛生管理のべテラン 担当者の知識、 経験に基づいて、 自主的な安全衛 

生管理が推進されてきたが、 社会経済情勢の 変化により、 企業の事業形態の 変化、 

安全衛生管理組織の 縮小、 就業形態の多様化等が 進展し、 従来通りの安全衛生管理 

が 困難になっている。 したがって、 事業場の安全衛生管理水準が 特定の個人のノウ 

ハウに依存しない 継続的、 組織的な安全衛生管理のシステムの 構築が必要であ る。 

Ⅰ 3) 事業形態の変化による 適用事業場の 単位の問題 
企業の分社化等が 進展し、 適用事業場の 単位が実態に 合わない場合があ る。 

く 課題に関する 考え方 ノ 

労働安全衛生法令においては、 事業場ごとの 労働者数で規制をかけており、 仮に 

5 0 0 名の企業が 5 0 名未満の事業場から 成る十数企業に 分社化された 場合、 労働 

安全衛生法施行令第 5 条により義務づけられている「業種を 問わず 5 0 人以上規模 

の事業場に選任義務のあ る産業医」については 選任義務がなくなることになるが、 

このような事業形態の 変化が安全衛生水準の 低下に結びっかないよう、 分社化後の 

実効あ る安全衛生管理体制の 在り力の検討が 必要であ る。 

さらに、 分社化等、 様々な企業再編が 行われている 状態を考えれば 資本関係が根 

幹 的な責任やリスクの 単位になるべきであ り、 連結決算のような 考え方まで拡大し、 

「みなし事業場」のような 考え方の導入を 検討する必要があ る。 

(4) 労働者の混在に 対する有効な 安全衛生管理体制等の 間 題 
就業形態の変化、 業務の外部化等により 指揮命令系統の 異なる方勘者の 混在に対 

  6 - 

 
 

 
 



して有効な安全衛生管理体制等が 取られていない 場合があ る。 

く 課題に関する 考え方 ノ 

就業形態の変化、 業務の外注化等による 指揮命令系統の 異なる労働者の 混在には、 

仕事の一部を 丸ごと請負っている 業務請負のような 場合と、 派遣会社から 要員を派 

遣しているような 場合等があ るが、 このような労働者が 混在する事業場において 有 

効な安全衛生管理体制を 確立し、 施設設備等の 管理権 原を有する者による 下請労働 

者 等も含めた労働災害防止対策を 推進するために、 作業場における「場の 管理」を 
行 う ことについても 検討が必要であ る。 

(5)  仕様規定の規制による 措置内容の固定化の 問題 
現行法令の措置義務の 大部分は、 所定の目的を 達成するための 措置を講じること 

を求める規定 ( 性能基準 ) であ るが、 要求される仕様等を 画一的に定めたもの ( 仕 

様 基準 ) も一部あ り、 事業者が講じなければならない 措置の自由度が 低 い 場合があ 

る 。 

く 課題に関する 考え方 ノ 

要求される仕様等を 詳細、 一律に定めた 規定も少なからずあ り、 措置内容の自由 

度が低い状況では、 コスト低減を 目指した事業活動の 展開が抑制され、 事業者が自 

らの事業場に 合った安全衛生活動を 行おうとする 場合、 その選択肢を 制限するマイ 

ナス面があ る場合もあ ることから、 措置の自由度を 拡大する必要があ る。 

さらに、 仕様基準が技術革新の 阻害要因になっているか 否かをチェックする 必要 

があ る。 

4  新たな安全衛生対策の 在り方 ( 提言 ) 

3 の考え方を踏まえ、 労働者の安全と 健康を確保するためには、 次のような施策を 

導入することの 検討が必要であ る。 

(])  リスクアセスメントを 基軸とした自律的な 安全衛生管理の 導入等について 

ア リスクアセスメントを 基軸とした自律的な 安全衛生管理の 導入 

リスクの合理的かつ 体系的な低減を 通じて、 安全衛生水準の 向上を図るため、 

事業者が危険有害要因の 特定、 リスクの評価及び 実施事項の検討、 計画の策定、 

実施、 評価、 改善 (PDGA サイクル ) を組織的、 継続的に行 う 自律的な安全衛生 管 
理を実現する 有効な手法であ る OSHMS 等の導入促進の 検討が必要であ る。 特に 、 重 

大災害の続発の 原因が、 ノウハウの伝承不足、 施設設備の老朽化等と、 マスコミ 

で 指摘されているが、 危険有害な物を 取り扱う業種に 対して、 OSHMS 等を早急、 に 晋 

及 することについての 検討が必要であ る。 

また、 ・機械の使用段階におけるリスウアセスメントを 的確に行うためには、 製 

造段階でリスクアセスメントを 実施し、 リスクを低減した 上で、 残存リスクの 情 
Ⅰ " モ 。 " ヰ " 右 ネ " プ 一 JL@@ @-@ r@ ・ Wk@ ・ f ・ sfi@ /ir¥@ @-i@ 4=C ． r'.@i@ +-.@ ri3@ @ ， 報を機械の使用者に 提供することが 重要であ るこどがら、 「機械の包括的な 安全 
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基準」の普及促進を 図ることが必要であ る。 

なお、 自律的な安全衛生管理の 導入に際しては、 以下のような 事項について 留 

意が必要であ る。 

(7)  現行法令で規定されている 管理者に加えて、 事業場内の管理を 円滑にするた 
め、 社内のラインの 是等、 実際に安全衛生管理に 従事している 者等中間管理職 

の 活用が必要であ り、 これらの者の 教育についての 充実が必要であ る。 

GO)  社内における 内部監査制度や 労働安全衛生コンサルタント、 産業医等の専門 
家、 社外の安全衛生管理支援機関の 活用等、 実際の安全衛生管理の PDCA サ 
イクルが適切に 機能しているかチェックする 体制の整備等が 必要であ る。 

( ゥ )  安全上のリスクに とヒ して過重労働やメンタルヘルス 等の衛生上のリスクは 、 

現場の労働者が 実感しにくい 場合が多く、 専門家による 個別の評価、 関与が重 

要であ ることから、 自律的な安全衛生管理を 推進するために 専門家の育成等が 

必要であ る。 

イ OSHMS 導入促進策 

OSHMS の導入の際には、 人材の育成、 文書化の推進等負担が 大きいこと等、 最初 

の ハ 一ドルが高いことから、 OSHMS が適切に導入され、 かっ、 適切に運用されるこ 

とが企業経営においてメリットを 得ることとなる 仕組み、 つまり企業に 対する 経 

清酌。 社会的なインセンティブ 措置の導入により、 OSHMS の導入促進を 図る仕組み 
の検討が必要であ る。 

インセンティブには、 以下のようなものが 考えられる。 

0  法令上の措置に 関するインセンテイブ 措置 
0  経済的なインセンテイブ 

0  社会的評価に 係るインセンテイブ 

(2)  労働者の混在、 分社化等に対応した 新しい安全衛生管理体制の 在り方について 
製造業の作業現場において、 労働者の混在による 労働災害の増加が 懸念されるこ 

とから、 業務請負の実態及び 労働者の混在による 労働災害の発生状況等の 把握に 努 

めるとともに、 混在する労働者等の 安全衛生を確保するために、 下請労働者等を 含 

んだ施設設備に 関する労働災害防止対策について、 施設設備等の 管理権 原を有する 

者を核とした「場の 管理」に基づく 統括的な安全衛生管理を 実現させる体制の 仕組 
みづくりについて 検討が必要であ る。 

さらに、 分社化の進展により 安全衛生法の 適用対象となる 事業場が分割され、 労 

働 安全衛生法令において 求める安全衛生管理体制の 確立が不十分となり、 安全衛生 

水準が低下する 等のおそれがあ ることから、 その実態の把握を 行い、 分割前の安全 

衛生水準を確保するために、 分社化の際の 安全衛生管理体制の 在り方について 検討 

することが必要であ る。 

(3)  有効な安全衛生管理対策を 可能とする枠組みについて 
百十ヰ Ⅰ不二伸 あ 卸括 ヱ片 睦笛 Ⅰ本有色 土面一仏ド串 は Ⅱ ト庄 払七胡 りに "" 。 白土一揃 ん u  。 『 九 ""          ま生 Ⅲ 号 巨 六穴山台白磨 「 " ロ " ） H" ム バ何 " い l¥ " 倶 "% 

  8 - 



こ
者
 

る
業
 

す
事
 
准
 

ユ
生
 

促
ず
 

を
か
 

化
招
 

件
を
 

能
要
 
低
下
 

性
の
 

、
準
 

ら
水
 

か
生
る
 

と
衛
あ
 

こ
 全
が
 

る
 
安
要
 

ね
 

、
 必
 

ち
 
ぼ
る
 

見
に
す
 

も
際
 立
日
 

ゅ
 

合
 
の
 留
 

  9 - 

  
  
  

  
  

  
  
  

とについて検討が 必要であ る。 そ         

の 創意工夫を活かすことについて     
  
  
  
  

  
  
  
  
  

  

  
  

  

  
  

  

  

  

  
  
  
  
  
  

  

  
  
  

  

  

  

  
  

  

  

  
  

  
  

  

  

  
  

  

  



労働安全衛生マネジ ぷ ントシステムに 係る 
肚 0 ガイドライシの 要約 

資料出所 : 厚生労働省安全 蕾 主部国際室 

-@ 一一一 - 一 - 一 -- 一 -- 一 - 一一一 一   " ""   " 一 "" 一一 "" 一 " 一一 """" 一 """"    """" " " """" "                    """ 一   "   """""""""""" 一 """   " 一 " 一 """""   一 """ 一 """   " "" ""   " 一 " 一 """   

ガイドライン は 、 前文、 第 1 章「目的」、 8 成されている。 第 2 章「国の OSHMS の枠組み」、 第 3 章「事業場の OSH Ⅴ S 」及び 
口語 竃 房藻 娑豪荒 英字 乳革 にり・であ る。 
前文 

ァ -% 笠     
ふさわし い 手段を提示する 毛のであ る。     
l a ヨ自勺 

1 Ⅰ危険有害要因及 び リスクからの 労働者の保護や 労働災害の根絶等に 寄与すること。 

].2 国レベルでの 木 ガイドラインの 目的 

。 国の OSHMS の枠組みの確立に 使用されること。 

。 自主的な仕組みの 開発のための 手引き (guidanc,) を提供すること。 

。 国のガイドライン 及び業種別・ 規模 別 ガイドラインの 開発のための 手引きを提供すること。 

1-3 事業場レベ ノレ での ネ ガイドラインの 目的 

  。 事業場の osHMs の各要素についての 手引きを提供すること。 

。 事業場の関係者に osH 管理の原則及び 方法を適用することの 動機付けを与えること。 

  
  

  
  

  

  

2 国の osHMs の枠組み 

2 Ⅱ国の方針 [na Ⅱ onaipoHcy]   
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。 osHMs についての国としての 方針は、 一般原則と手続ぎを 定めだものであ ること。 ㌍ ，           

" 事業場のすべての 管理の一環として osHMs の実施及び統合を 促進すること。 C2 Ⅰ・ 2-,) 
。 国及び事業場レベルでの oSH 活動の体系的な 統合、 計画、 実施及び改善のたの 自主的な 

                                                                                                                                                                                (2. Ⅰ・ 2.c Ⅰ 



 
 

  
(2. Ⅰ． 2.h) 

。 権 限あ る機関は 、 次の目的のための OSHMS についての国としての 枠組みを確立すること。 (2. 「， 3) 

。 様々な機関の 各機能や責任を 決定するとともに、 各機関の間の 必要な協力を 確保するた       
2.2  国のガイドライン [nationalg"id 。 Ⅱ n 。 s] 

。 国の実情や慣習を 考慮し、 モデル ( 第 3 章 ) に基づき精査されること。 (22 ①   
2,3  業種別、 規模 別 ガイドライン ヒ ai@0red  gu 田 elines]   

。 その規模 ( 大規模、 中規模及び小規模 ) 及び構造 (2.3 Ⅱ -a) 
。 危険有害要因の 型及 び リスクの程度 (2.3 Ⅰ・ b) 

  OSHMS の枠組みについて 図示したこと。 (2.3.2) 

  

3 事業場における OSHMS   

  

 
 



  

3% 安全衛生方針 [OSHp 。 Ⅱ。 y] 

。 使用者は、 文書で安全衛生方針 W0sw 方針 ) を定めること。 

く OSH 方針の要件として 5 項目を明記 ノ C3 Ⅰ・ け 

。 osH 方針仕、 事業場で認めた 次の基本原則及 び 目的を含んでいること。 (3 メ・ 2) 

。 作業関連の負傷、 不健康、 疾病及び事故を 防止することにより、 事業場のすべての 者の安 

  
。 OSHMS 仕 、 事業場における 他のマネジメントシステムと 両立し ぅ るものであ るか又はその 中に組 
み込まれものであ ること。 (3 Ⅰ・ 3) 

3-2 労働者の参加 [workerpa 「 ictipation] 

。 労働者の参加 は 、 事業場における OSHMS の本質的な要素であ ること。 (3.2 Ⅰ )     
。 使用者は、 適当な場合、 国内法令に従って 安全衛生委員会を 設立すること、 これを有効に 機能させ 
ること等を確保すること 0(3.2,4) 

3.3  責任と説明責任 ( 「 esponsib Ⅱ ity  and  a 。 countability] 

。 使用者は、 労働者の安全衛生の 確保の全責任を 負い、 事業場の OSH 活動に強力なリーダ - シッ 
プを発揮すること。 (33.1)   

。 責任、 く 目的として 権 限及び説明責任を 3 項目を明記 ノ 有する上級管理者レベルの 3.3.3 者が指名されること。 

3.4  能力及び教育 輻 Ⅱ 練 [comp 。 t 。 nc 。 a"d  t 血 nin ヨ   
。 使用者は、 oSHMs を実施するため、 作業に関連する 危険有害要因及びリスクを 特定し、 除去し、 

 
 

 
 

 
 



管理するだめの 能力を有すること。 (3.4.2) 

  (3.4.1) に基づき、 教育。 訓 G の プ ロ グ ラムが実施されること。 
く 教育。 訓練のプロバラムの 要件として 6 項目を明記憶 3.4.3) 

。 教育。 訓練 は 、 可能な場合は、 すべての参加者に 対して、 費用を求めることなく 行われ、 また、 就業 
時間中に行われること。 (3.4.4) 

3-5  安全衛生マネジメン ヒ ンステム文書通 り SH  manag"m 。 nt,y,t 。 m  d 。 。 」 lm 。 。 ta む o 。 ] 

。 事業場の規模及び 活動の性格に 従って、 OSHMS 文書が定められ、 維持されること。 OSHMS 文 
書は、 次のものを対象とすること。 (3.5 Ⅱ ) 

                                                                                                                                                                                              (3.5. Ⅰ・ b) 
。 事業場の活動から 起こりうる重要な OSH の危険有害要因及びリスク 並びにそれらの 除去 及 
ぴ 管理のための 仕組み。 (3.5 ハ・ c) 

。 osHMs の枠組みの中で 用いられる仕組み、 手順、 指示書皮 ぴ その他の内部文書。 
(3.5.1-d)   

いること。 (3.5.2)   
。 その秘密性を 尊重されっ っ も、 労働者は、 作業環境や健康に 関する記録を 人手する権 利を有する 
こと。 (3.5.4) 

。 osH 記録は 、 次のものを含むこと。 
く OSH 記録として 5 項目を明記 ノ (3.5.5) 

3-6 コミュニケーション [communicat № n] 

， 次の仕組みと 手順が定められ、 維持されること。 (3.6. け 

。 OSH に関連した事業場内外とのコミュニケーションについて、 これを受理し、 文書化し、 適切 
に 対応すること。 (3.6 Ⅰ． a) 

。 OSH の情報についての 事業場内のコミュニケーションを 確保すること。 (3.6.1.b) 
。 osH に関する労働者及 び その代表の関心、 考 え 及 び 情報提供が受け 入れられ、 検討さ 
ね 、 対応されることを 確保すること。 (3.6 Ⅰ ， 。 ) 
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37 初期調査 [ 而 Ⅲ ， i%v 巨舶 

。 事業場における 既存の OSHMS 及び関連の仕組みが 評価されること。 (3.7. り 

。 初期調査 は 、 労働者及びその 代表者の意見を 聴きながら、 能力を有する 者により、 実施されるこ 
と 。 また、 初期調査は 、 次によるものとすること 0(3.7.2) 

。 現行の適用される 国内法令、 国のガイドライン、 業種別・規模 別 OsHMs ガイドライン、 自主 
的 安全衛生規程等の OSH の要求事項及びその 他の要求事項を 特定すること。 (3,7.2.a) 

。 労働者の安全衛生に 及ぼす危険有害要因及 び リスクを特定し、 予知し 、 及 び 評価すること。 

。 (3.7.2.b) 計画されている 管理、 又は既存の管理が 危険有害要因を 除去し、 又は リスクを管理するた 
めに適当であ るかどうか決定すること。 (3.7.2.c) 

。 労働者の健康調査から 得られるデータを 分析すること。 (3.7.2 、 め 

3-8  安全衛生計画の 作成とその実施 [,y,t 。 m  planning,d 。 v 。 l 。 pmenfand  imp 億 mentati 。 "] 

。 OSH 計画の作成の 目的は、 国内法令の遵守、 OSHMS の各要素の実施及び OSH の実施状況 0) 
継続的改善に 役立てることであ ること。 (3.8   り 

。 初期調査、 その後の調査又はその 他の利用可能なデータに 基づき、 適切な OSH 計画を作成する 

 
 

 
 



ための仕組みを 確立すること。 この osH 計画の仕組みは、 作業場の安全衛生の 確保に寄与するも 
のであ り、 次のものを含むこと 

く 051- 樹画の仕組みとして 含むべき 4 項目を明記 ノ (3,8.2) 

。 事業場の OSH 計画の仕組みは、 すべての OSHMS の要素の開発及 び 実施を対象とすること。 
(3.8.3) 

3,9 安全衛生目標 LOSH 。 坊 。 ，， " 。 ， ] 

。 osm 方針との一貫性を 保ちっ っ、 初期調査及びその 後の調査に基づき、 計測可能な osH 目標が 
定められること。 (3.9 Ⅰ ) 

く OS  H  目標の要件として 6 項目を明記 ノ 

3-]0  危険有害要因の 除去 [hazard  pnevent@on](3. Ⅰ 0) 

3,]0 Ⅰ除去及 び 管理対策 (Pr,"e"tionandco 。 tr 。 lm 。 ぁ " 「。 ， ) 

                                                                                                                                                                                                                                                          防止対策 

く 対策として 4 項目を挙げ、 その優先順位を 明記 ノ (3.10 Ⅰ・ つ 

。 危険有害要因の 除去及び管理の 手順 叉は 仕組みが定められ、 次の事項が実施されること。 
(3.10t1.2) 

  
。 最近の知見を 考慮すること。 (3 Ⅱ 0 コ ・ 2.d) 

3-10.2 変更に対する 管理 Cmanag 。 mentofchange)(3.10-2) 

  内部の変更改 ぴ 外部の変化による 影響が事双に 評価され、 適切な措置が 講じられること。 
(3. Ⅰ 0.2. Ⅰ )   
                                                                                                                                                                  これらの者に 必要な教育訓練が 実 

3.10 ・ 3  緊急事態への 対応 ( 。 m 。 rgen 。 y preventin,｝reparedness‖nd〉esponse) 

  
  
。 (3.]0.3.1.b) 応急手当、 医療援助、 消火及 び 現場のすべての 者の避難について 言及すること。 

。 簸 要塞 牡 お定例の訓練を 含め、 情報及び訓練を 事業場のすべてのレベルの 者に提供する 
こと "(3.10.3.1.d) 

  緊急事態への 対応についての 仕組みは、 外部の緊急サービス 機関との協力の 下に定められるこ 
と 0(3.10.3.2) 

出 ]0.4@ 達 Lp 「 cocurementi 

  次の事項が確保されるように 調達の手順が 定められ、 維持されること。 (3 Ⅰ 0 ・ 4 Ⅰ ) 

  
て 3.]0.4    Ⅰ． b) 

 
 

 
 

  



。 それらの使用の 以前に要求事項に 対する適合を 達成するための 仕組みづくりがなされて ぃ 
ること。 (3.10.4.1.c) 

3.]0.5 契約 [contractin 囲   
。 作業現場の請負業者についての 仕組みが次のように 定められること。 (3.10.52) 
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。 測定 は 、 事業場において 特定された危険有害要因及びリスク 並びに OSH 方針及 び OSH 目 

                                                                                                                  事業場の評価の 過程に役立つこと。 ． (3   Ⅱ・ 3.b) 

。 実施状況の調査及び 測定 (3.T1.4) 

  
。 (3.11.4..b) 実施状況の調査及び 測定は、 言目録されること 0(3. Ⅱ・ 4.c) 

。 調査は 、 次のものを提供すること。 (3 Ⅱ 1.5) 

    
丑茎 。 (3 Ⅰ ].5.c) 

。 日常的な調査 は 、 事前の準備に 必要な要素を 含むとともに、 一定の事項を 含むこと。 

く 含めるべき事項として 5 項目を明記 ノ (3   Ⅱ・ 6) 

。 問題点に対する 調査は、 一定の事項を 含むこと。 

く 含めるべき事項として 4 項目の特定、 報告、 記録及び調査であ る旨を明記 ノ ㏄・ ]]7) 

3-12 作業関連の負傷、 不健康、 疾病及び事故並びに 安全衛生の実施状況に 及ぼす影響についての 謂 
一 食   
こと。 (3.12. け 

。 この調査は、 労働者及 び その代表者の 参加を得て、 能力を有する 者により行われること。 (312.2) 

 
 

 
 

 
 



。 この調査結果 は 、 安全衛生委員会に 伝えられ、 安全衛生員 会は 、 適切な勧告を 行うこと。 (3.12.3)   
。 この調査に基づく 改善措置 は 、 作業関連の負傷、 不健康、 疾病友 ぴ 事故の再発を 防止するために 
実施されるものであ ること。 (3.]2.5)   

3-43 監査 [aud@ti" ロ 

。 定期的な監査を 行 う ための仕組みが 定められること。 (3.13. り 

。 監査の方針及び プ ロダラムが開発されること。 これは、 監査者の指定。 監査の範囲、 頻度、 方法 
(meth 。 d 。 l 。 9 は， ) 及び報告を含むこと。 (3.13.2) 

。 監査は、 事業場の OSHMS の各要素の評価を 含むこと。 

く OSHMS の各要素として 19 項目を明記 ノ (3.13.3) 

。 監査の結論 は 、 実施された OSHMS 、 その要素等についての 次の事項を勘案して 決定されること。 
(3.13.4) 

。 事業場の OSH 方針及び OSH 目標に対して 有効であ ったかどうか。 (3.13.4. 、 ) 
。 完全な労働者の 参加を推進することについて 有効であ ったかどうか。 ㏄Ⅰ 3.4.b) 
。 OSH の実施状況の 評価及び以双の 監査の結果に 対応しているかどうか。 (3 Ⅰ 3.4.c) 
。 事業場が国内法令の 遵守を達成することが 可能かどうか。 (3-]3.4,d) 
。 継続的な改善及び 最良の 05H の実施といった 目的を全うしているかどうか。 (3.13,4. 。 ) 
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3.15 防止及 び 是正措置 [preventivea れ dcorrectlveaction] 

o osHMs の実施状況の 調査及 び 測定、 監査並びにマネジメントレビュ 一に基づく防止及び 是正措 
置のための仕組みが 定められ、 維持されること。 



    

く 仕組みに含まれる 事項として 2 項目を明記 ノは Ⅰ 5 Ⅱ ) 

。 os ⅡⅤ s の評価又はその 他の資料により、 危険有害要因及 び リスクに対する 防止対策が不適当 
か又は 不適当になる 可能性が有ると 認められるとき ぼ、 認められた程度に 従って対応され、 必要に 
応じ、 また、 適切な時期に 文書化されなければならないこと。 (3 Ⅰ 5.2) 

3.]6 継続的な改善 [imp 「 ovement] 

。 OS Ⅱ MS の各要素及 び 全体の継続的な 改善のための 仕組みが定められ、 維持されること。 これら 
の仕組みは、 一定の事項が 考慮されること。 (3.16.1) 

く 考慮される事項として 9 項目を明記 ノ 

。 事業場の安全衛生の 過程及び実施状況 は、 安全衛生の実施状況の 改善のために 他の事業場と 比 
較 されること。 (3 Ⅰ 6.2) 

( 注 ).0) 内の番号は、 士 0 の OSHMS ガイドライン ( 案 ) の項目の番号であ る。 

 
 

 
 

 
 



Eu 労働安全衛生の 改善を促進ずる た めの施策の導入に 関する 
7989 年 6 月 了 2 日理事会 キ 青金 (89/39]/ 巨 EC) 

COU 付 ClL  i Ⅲ DrDv DjREC ヒ nmern 丁 lVF  十 iS  o in  干 l2  七 h 巳 June  S%% 台 l989  エ y  呂 n 0n  「 d  heal 七 hR  で h  i 同士 o roQ 千抑 ヨ Drke tC 十 ion  Ⅰ ミ 0 a 丁 て Ⅲ wnr 3%R ヒ 口 (89/391/@ 「 eS  て O  enCnli コ三 C 「こ目色 

( 仮設国際安全衛生センタ 一 ) 

  
前文 

欧州理事会指令 (@989 年 6 月 ]2 日付 )   
  

卑し 且 欧州議会と協力して 経済社会委員会の 、 (2) 見 崩 、 に留 豆     3   、 

  

定 していることに 鑑み、 

  
労働者 は 、 就 案の間に職場の 危険 暉境 要因の悪 影 誓を被る 
可能性があ ることに窪み、 

COUNCIL DlR ヒ CTlV 旺 of ]7 June l989 

on the in 汁 。 dnJc 百 ln 0 テ m ヒ asur ヒ ;s 士 。 已 ncouraFs@mprDvem 毎 n 主 S 
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(89/39l/ ミ 旺 C) 

丁 Ⅱ ECOUNClLoFTHEEURoPEANCoMMUN@@S. 
Hav@ngr 己と ar 』 to 山 ヒ千ヒ已上 yes 瞳 bl@h ㍉ g 油色 Europe る n 
旺 c0nDm@Co 巾 muni と y.andinpa@ 田 cu は rA 氏五億 7lBa 山 。 r 。 Df. 
Havin こ regardto 巾已 prDp0s 剖什 Om 上 heCo 何 m 憶ぷ on(@).drawn 
up ョ什 erconsu@ta Ⅱ Dn ㎡ 由ぬ eA Ⅰ viso け C0m ㎡ tteeonSafety, 
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Comm 旺 た e(3). 
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， h Ⅲ a 』 opt.bym こ anso 「 OirEc 虹 Ⅴ es,min@mum  テ equ@remen ㎏ for 

印 cou 臼田 ngimpr0vemen 斥 ． ヒ ip こ c@al@yin 田 ev び orking 
env;ronmen ㌔ 田糾 aran 旺 eab ヒ廷は tev 目 ofp 巾旺 ct@0nofthe 
safetyandhea@  0fw0 曲 e,s: 

Whereas 廿 isDirec Ⅰ v 己 doesno 走 jus 廿ゆ an ⅤⅠ ヒ du[ 廿 on@nl 巳 velS 
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he 目由       
ョ 3 干 ヒ ty 沖 』 hea@ 由 ofW 。 Ⅱ れ Crsand ヒ n5ur ヒ ahi ヒト 田 degreeo Ⅰ 

P ト O@eC も C Ⅰ     

  
accordancewfth@natJon ら lIlawsand/orprac 臆 cGes. て uoseelng た rha 佃 
たれ enecess ョり @protec も Vemeasuresa トヒ taken     

ことに鑑み、     
na も onallawsand/o ト tprac Ⅱ c ヒ s       

  
p, 而 c@p, も on バ西旺 under 宙 ， Direc も v 。 ． so,s 睡 be,b は t0 
                  abett 上 と「 @ ヒ velofcP 「 ote 。 可 onofwDfk ヒ rs'he こ l と れ and 
Sa 千ヒ ty     

み、   
88/642/ 巨ミ C(7)     

たことに諾み、   
圭 his 侍呂 ld       
pro. メ d ヒ Ⅰ forin 圭 hisD@ecU Ⅴ e   

以下のとおり、 苓 指令を採択した。 HAS、DOPTEDゝHIS．IRECT[   E     

    
  

  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 



ヒ 一ロ労働安全衛生の 改善を促進するとめの 施策の導入に 関する 
て 989 年 6 月 1? 己 理事会指令 (8 が 39 Ⅴ 巨 ㊤ 

COUNC@L  D@R 三 %T@ Ⅴ E  of  l2  J り n8  1989  0n  七 he  in 十 rod り c 十 @0 れ of  meas 口 Ⅰ es  十 o  e れ cour 伍 Ee 

imp Ⅰ ove 田 em 士 s  i Ⅱ 亡 he  sa 干 e 七 y  a れ己卜 eal 十片 0f  worke Ⅰ s  a 土 Ⅴ 0 Ⅰ 榛 (89739 Ⅰ /@ 工 C 

( 仮訳 国際安全衛生センタ 一 )     
第 1 章 SECTION [ 
総則 C 巨 NERAL PROV@S@ONS 

第 Ⅰ 条 A 「 亡 lcle @ 
目的 Objec 士   士 O ヒ ncnu 「 age JnProoV ヒ円 en 土 S in 土 he sa 十ヒ土 y and h ヒ al ， 士 h o ナ 

WO Ⅰ「 ke Ⅰ Ss ミ亡 WO 「 k   

2. この目的を達成するため 木 指令は礎業上の り     To 土 ha 土 end @ 七 r,on てユ lns gene Ⅰ Gal p 「 lnclples conce 「 rn@ne 
the Pr ヒ v ヒ n 七 @on D す nCCcuoat@lona@ 「 @5%S   士 he PrC 土色 C 士 lon O 干 

    
Ⅰ ep Ⅰ ees ヒ nn 毛 3%lvesS   as we！！ aS ヱ e れ e 「 a@ 巳り @dell Ⅱ Nes fo Ⅰ 工 he 
lmPle Ⅲ ヒ n 士 aa 士 llon of て he Sa@d prlnCllples   

    Thls DlrneC 十 lv8 5ha@ l be W@ て rhoU 亡 O Ⅰ 仁 JUdlCe 士 O eXlS セ l Ⅱ 色   0 「 ナ U 上 L 「 ら na 土 lon ヨ l and Conv 膵 uunlty prooVlslons 耳 hlch a 「 e mD 「 e 
定を 7% 害しない。 テ av0u Ⅰ ab@e 士 0 p ア o 千 e 二 %lon o 干て he sa 千日十 y and h ヒ al 士 h o 十 

WO 「 k と「 S a 圭 V@O Ⅰ k   

第 2 条 A Ⅰ 十 lCl ヒ 2 
適用範囲 Scope 

    Thls Dl て 吐し 圭 @ve shai@ apply た o a@l seCC 士 co Ⅰ sS oT ac 土 llVl モ y   

部門に適用される。                                                                                                                                                         bo com 十 hP つと「 Ⅰ clal.adm@nls b@lC8ndprlva 土 「 土色 a 七 lv (@nduS ヒ， S ヒ た百 W@ce i ョ @     a と 自 dUca 「 lcUl 亡 @onaf, 走りⅠ al   
C Ⅱ @ 亡 U 「 al. l 色 lSU 「 佳 ， ヒ十り ・Ⅰ   

Z 、 Th@s Dl Ⅰ ec 亡 lv 三こ 卜 all nD 士 be app@lcabl 已 Wh ヒ re 

                                                    亡 。 CE Ⅰ @ と al 血                     public   
ぼ 適用されない。                 or  士 。 じ巳ブ寸ヨ ln                                               in the               

pro 土 ec 七 @0n s 日 rvices inevi 士 ably con ヤ @ic で Wi 亡 h it   

ln 士 ha 土 evRn 士 ， 士 he sa Ⅰ e Ⅰ y and hea@ 士 rh of workerss mus 士 he 
                                                                                                                                                                          ヒ nsuredas 千 a て asposs@bleIn 丈 h 巳 l@ehto 十七 heob り eec 士 lv ヒ s 
ならない。 0 ナ十 h@S D@ アヒ C 土 @V 亡   

第 3 条 A 「 て icl ヒ 3 
定義 D ヒテ ini て ions 

本 指令の目的にそって 、 次の用語 及ぴ 定義を定め F0 「 土 h ヒ PU 「 ppoSe ニ D 千丈 h@S &@ 「 ヒ C 士 @lVe:   土 h 巳干 0@loWlne 十ヒ Ⅰ 田 3 
  shal l have  th ヒ follomlng  meanlnggs'   
りでない。 

(b) emp@oyEr: any na 土り rai 0r legal D ヒ rson 竹 ho haS a Ⅱ   emp@oymen 土 r ヒ la 土 l00Shlp W@ 走 h セ he w0rker an Ⅰ h 目 s 
responslbllltSy fo て仁 he u ハ de@@a%lng and/or es 士 aab@lshmenn 士 - 

  
された 人 r ヒ la も ine 圭 0 丁 h ヒ safe 上 y and heal 干 rn O 「 0 も ヒし土 i0 丘 o 干 wDrhk 己 rs a も 

Ⅴ 0 「 k     

a ニ Ⅰ i l ふ主ら日こ S 3 ヱ           @- ". ノ     @ 十 hp ll ハ % ミ 「 ナ ak@n ビ to P Ⅰ eVen 士 O 亡   reduce@ occupational@ risks   

第 4 条 A 「 tlcle 4 

 
 

 
 

 
 

  

  



  用 smb ヒ亡 S 七 .;a モ eS s トミ l @ 上ヨ 火 e the nEceSs ヨ Ⅰ y s て eePs て o enS し 「 已   亡 ha Ⅰ 仁 mPloVe 「 s   Ⅴ O 「 k ヒ Ⅰ S ユハ d 竹口「 k ヒ 「 S   rep て己 Ser Ⅲ モ a 土 lVeS a Ⅰ 已 
に必要な河東 舌 請じたけれ ば ならない。 S り bi 宕こ ナ上 D エ h ヒ l 巳 gal                                                           

@mpl ヒ m ヒ n モ a 工 lon 0 千 士 hl ミ丹 l 「 ヒ c 士 l Ⅴ e 

2.  l 八ロ こて丁 l し u@ ヨ r.  抽 emb と r             shall             ヨ deq り ;a 士ヒ 2. 行わなけれ 特に、 加盟各国 ば 在らない。 は 、 適切な管理監督を 確実に controls  and  sup 已 rvislon 



  

ヨ 労働安全衛生の 改善を促進ずる た めの施策の導入に 関する 
]989 年 6 月 ]2 日理事会指令 (89/39]/ 三三 C) 

COU 良 Gil  i 田 pro DlR Ⅴ 三 lemem C 丁 i Ⅴ 毛 三 s  0 in  干 12  十 he  り une  safe l989  七 、 y  a 自 md  0n  hea@ モ he  丈 h  @n 十 o Ⅰ 干ガ n 「 dnr orkersS  千 ion  o a 千 七 Ⅳ me ork  る ISu (89/39V/ ㌃ les  十 o  旺 e れ @Cnura C 至 e 

( 仮訳 国際安全衛生センタ づ       
第 2 章 SECTloN  Ⅱ 

事業者の義務 三 MPIOYFRR. O 日 LlGATioNS 

第 5 条 A 丘士 ;cle 5 
一般的規定 Gene 「 zal Prcov@slon 

    Th 已 emp@0yer Sh ミ @l have a du 十 y 士 0 色 nsure 土 he Sa 十 e て y and   hea@ 士 fh o ヤ Ⅴ ork ヒ Ⅰ s ln everNy asp 巳 c 工 Ⅰ 已 @a 土 ed 圭 0 %he w0r ト   
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を 講じなければならない。 

    

(a リスクを回避すること。 

(b) 回避不可能なリスクを 評価すること。 

(c) リスク発生の 原因に対処すること。 

  

検討すること。 

ね ) 技術の進歩に 合わせてゆくこと。 

㈲危険な作業を 危険てな い ヱ位危険の少ない 作業 
に 代替すること。 

(e) 技術、 職場の組織、 作業条件、 社会の動き及び 

    The WO 「 甘圧 Ⅰ S   Ob@lg;at.lonS in た he field o 干 safe 十ノ and   heal 七 Uh a 立 WorKk shall no 士 af 千 eec 七十 he priinciple o Ⅰ た he 
ぽ さない。 「 esponslblll 上 'y o 干土 he ヒ HlDloye 「   

    Thls Dl 「 ec 屯 lV ヒ s ハ ali no 士 Ⅰ es に「 @c 七セ he oo 走 @On Df Memb 臼 Ⅰ   ヒ m ワ loye 「 S   てヒ Sponslb@l@ry whe 「 ee occu 「 戸 ences a Ⅰ 巳 du ヒて 0 
unusual and unfD Ⅰ es 日色 abt% r:lrc Ⅱ ln<: 士 ances   beyo Ⅱ td 土 h ヒ 

限 しない。   
て h ヒヒ xe Ⅰ C@se 0 Ⅰ al l dU 接 Ca 「 ヒ   

苗ヒ mbe 「 S 土 aa 土ヒ ミ n ヒヒ d Ⅱ o 七 exe 「 l,c@&e 圭 he DDLlon Ⅰ ヒ干ヒ Ⅰ「 ed 士 o ln 
士 h ミキ lrs 亡 subpar こて ra 伊 nh 

A 亡土 ld@ 巳 6 
G ヒ ne Ⅰ al Obl @ ま Ea セ @Ions on ヒ nlploy 丑 「 ミ 

    Yfl 上 hln て h モ con 主色 X 士 0f hls r ヒ spons@b@l l 亡 i ヒ s. ナ he 
ヒ mploy こ r shal i 圭 ak 已上 h ヒ meas Ⅱ r ヒ s n 住 cc&ssa Ⅰ vy for 亡 h 巳 ， sB 千 已上 ソ 

ョ nd hea@ mh 土 P Ⅰ Co Ⅰ セ Ec 走 llon o ヤ wo Ⅰ xk ヒ 「 s, l れ cl Ⅰ <d@ れ % P 「 &ven 士 @lon of 
occupatlona@ 「 ls 化 ss and proovislon o す information and 
セ 「 alnln 氏   as w ヒ ll as p 「 ovlslon of the necessary 
0 「 宜 anlza 七 @lon and means     

Th ヒヒ moloy ヒ r shal@ be al ヒ Ⅰ十七 o 主 he need 圭 D an コ l1lls 土て hese 
m ヒ aSln 「 ヒ s 十 D 土 ak ヒヨ 「， C,oU Ⅱ セ 0 ナ chan こ ln 耳 Cj 「 ニ um 三十 anceSS and alm 
TO @mProove e Ⅹ ls 七 i[ng sl 圭 La 圭 「 0 ハ s.- 

    Th 色色 mploye Ⅰ sha@ l @mPl 三 l ヒ n 十セ he m ヒ ca5;1l 「 eeS 「 ヒ 十三Ⅰ 亡ヒ d to 
ln 士 he ナ l Ⅰ三七 subpara 呂 r ヨ ph o ナ pa/zae 「 ;aph l on 土 h ヒ basl3 0 ナ 
    ヒ foll0 イ [ 伯こ圧 en ヒ ral p/l ハし lple3 of o 「 ヒ vetn エ @10 八 @ 

億 ) aV0ldln 臣 「 lSkS     

(b)                       走 h ヒ 「 lSk ミツ hlch canno 士 be こ vo@d ヒ dd     

くしⅠ comba 士 ilng  the             a 七 SOU 「 CC. 亡     

く d Ⅰ adap 土 img た h ヒ Ⅴ orKk 十 o th 巳 indi Ⅴ id り臼 @                         as 
rega Ⅰ odds 士 he d ヒ sS@gTn of wo Ⅰ kk,plaCees   亡 h ミ chnlfce O ナ WO Ⅰ k 
佳 quipnl ヒ rnt and the choice of wornking and prl;ordlJftion 

m 已上 ト o 「 ds, ガ @ 士 h a vleW, ln par 亡 @Cmlar. 七 o al levl ョ立 lng 
mono 士 o ハ nus W0r Ⅱ and workk at a p Ⅰ eede 土 ermln ヒ d Ⅴ 0 「 k 一 ra 走 e and 
十 o r ヒ nucl いヒ Ⅰ helr ヒ 十干 ec 士 on heaai 丈 h. 

( め adap た ln 二七 o 士 e し hnlC%l p Ⅰ o 耳 ress   

  十 Ⅰ replacln 恵て h ヒ dange Ⅰ ous by 圭 he non 一づ an ご erous or 七 he 
l 巳 ss 「 dan こ e 「 DuS     

億 ) dev 亡 loping a co 卜ヒ ren 士 ov 蛙 ral@ pr ヒ v 巳 n 土 @on pollcy Wh@Ch 

 
 

 
 

 
 



  

(h) 個別防護対案より 毛包括的防護対案 き 優先さ せ 
ること。 

ひ 労働者に適切な 指示を与えること。   
        

と 。   

が 必要であ ること。   
う ・適切な手段を 講じること。 

知らせなければならない。 @    

ならない。 

第 7 条 
保護及 び 予防美辞   

労働者を指名しなければならない。 
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(h) gfVl ハ苦 COlleC て llve                                       口「 lo 「 l 七 Ⅴ OVe Ⅰ 
individllfal P 「 O 圭ヒ C て lVe m ヒ a 広 し「 eS 

(i) Eglv@ng app 「 oopr@a 上 e l いニ た 「 UC 十 lnns た 0 Ⅰ 卜ヒ                     

3- Wl モト 0 りた pr ヒコり dlcP 土 D て he o 土 wher provlslons o 十エ hls 
D@rec 七 @Ve. 工 he 日 nlPloyer sh ヨ ll, てこ klng l 仲七 r> anCloun 七セ h 巳 
naTu 「ヒ 0 千 士卜 R ac も llvl て l%.s 0 ナエハ e en てヒ 「 リド ls 巳 and/or 
es.tcahl ls 卜 m ヒ rn エ : 

(a) 已 va@lra 七 ee the Ⅰ ls 兵 1s.s 上 c> 工 h ヒ               and healtfh of 
竹 Drk ヒ rs. ln 七ヒ Ⅰ alla ln 工 he ChDlCe o 十 Work e 目 Ⅰ lpm ヒ n 士 ， た h ヒ 
chemlcal subs て ance$ o Ⅰ p ド epa/a 土 @ons り S ヒ d, and 士 h ヒ 
ナ l た千 lng 一 0 Ⅱ 亡 0 十灯 0 て k plaCes, 
Subseque Ⅱセ七 0 亡 h@s ヒ vaJ り a 亡 l0n and as n 巳 c 色 ssary, 十 he 

p Ⅰ 巳 ven 十 lv ヒ m 巳 as り 「 es a り d 土 h ヒ暉 Dr 攻 @n ご and pLodu0%lon me 七 hods 
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    Wl 士 hou モ p Ⅰ ejud@Ce 七 0 土 h ヒ o 土 h8% p て 0vlsl0ns D 干圭 hls 
Dl Ⅰ亡 C 土 lve, where s 色 v 已 raf Ⅱ nde Ⅰ 七 ak@n 且 5 sh ら Ⅰ e a wD て k plaCe   
仙 he emp@oyers shall coopera たヒ in lmP@ ヒ m ヒれす lne 士 h ヒ Sa キ efe 十 vy   
h 且 a@th and occupatlonar hyglene p 「 ovls@o れ s ヨ nd   taking 
ln 圭 O0 BCccount 上 h ヒ na 士 u Ⅰ 巳 0 ナ亡 he ac て llvl 七 les   shall 
亡 00 「 odlna 土圧 モ h ヒ i 「 ac 士 lons ln na 上士 ヒ Ⅰ E. o テ古 he proD 七と c Ⅰ llQn and 
p 「 even 七 llon o 千 oCc し DPa 土 llonal 「 @sks   and sha11 @nfo 「 m one 
              and  土 hel 「                                       己ハ d/tor                 
r 呂 presen モ a モ lv 住 s 0 千 七 hese 丘 lsks   
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Ⅰ． Wl 士 hou 士 P 亡巳 judlc 已上 D Ⅰ h 巨 0bl @ga 士 @0nS 「 e テヒ 「「 丘 d 屯 o ln 
A 『 十 lcleS 5 and 6. 士卜 e employer shall deslgna 七 e one or mo 亡 e 
Ⅰ 0 Ⅰ 甘ヒ Ⅰ s 士 o ca て戸 y 0u 十 ac 土 lvl 十 les Ⅰ e@3 千 ed た % た h ヒ p ト o た ec 十 l0 れ 
and p 「と ventlon 0 千 0ccupa 十 lona@ rlSks 干 0 Ⅰ 七 he u0de Ⅰ てこ klng 
and/oor  と stab@@sh 巾 ent       
Ⅰ nde てて akl Ⅰ zz  an ゴ /Or  ヒ S 亡 pahllshrn と n 圭                                     en@ls 土 compe 士 en 上巳 x 七色「 侍 al Se 「 vlC と s o Ⅰ p 三 rso ハ s 

    Wh ヒ re 走 h こ貧 mploye Ⅰ ヒ nl@s た sS sUcch s 毎 rVlces or pe Ⅰ sons   he 
shall lnforr 士 henl of th 已 fac 士 l0 丘 :S kno り In 仁 o af 干 ec 土   O 「   
                上 o  ln  Ar 士 lcl 已 ln  (2)   

5. すべての場合において、   ln a@ l CaSeS     

  十 he WnrKkerS 口 esl てハ atFd 用 し 三上 hav ヒ %he 八 ec ヒ sssary   capabi ll Ⅰ les and 圭れ已 nece5sary meanS   

  

 
 



  

なければならない     
  
  

ち音 寄 伊原 浅 鱗毛㌔ む電笘雫 ! ま 、 必要な場合は い     

また、 定めなければならない。 同項の十分な 数と仕どの位の 救かについて 

救急措置、 消火と避難、 第 8 条 貢太 かっ急迫した 危障 

一 the R Ⅹ モ 白戸 n ヨ l                                                                               
nec ヒ sss ち ry ヨ u て l て り日 ヒ s こ n0 %h ヒいヒ c 迂 ssarvy U ヒ Ⅰ sDn ヨ l 已 nd 
辞 Ⅰ 0%ess     o ハ al means   ヨハ d 

                                                                            Se 「 VlCe:s O 「 
Pe Ⅰ SO い :s cons 臼 l モと d mlIs て D 巳 S り 十干 lCl 丘 11 て ln nU 「 mbe 「 

To de ョ l wl 屯 h 十 he o 「 庄 anlza 士 lon of prlD て巳 c 七 lVe ヨ nd preevenT@ve 
measur ヒ寒 ，土日 kln 且 @n て to accoun モヤ h ヒ slze 0 千 土 h 日 un ピ己 r て aklng 
a ハ td/o Ⅰ es 七 abl@shme 八七ョ り d/l.u Ⅰ ェ h ヒ ha ヱこ Ⅰ [ds 士 0 Whlch 土 h 巳 
ソ 0 「 片ヒ rs are ヒ Ⅹ posetd a ハ O 士 h 廿 lr d@s エ rlb し七 l0 Ⅱ モ   lrcol 」 巳 hou 七て he 
ど mHlrie unde に て ak@n こ a ハ d/nr esrabllShm ヒ rnL. 
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7. Memb ヒ r S て a た臼 s may d ヒ干 ln 巳 ， ln the Ⅱ gh 士 0 テ土 h ユ na 土 ur 住 o 干 
土 he aC 圭 ， v ト仁 ㎏ s and S た巳 D 干た h ヒり nd ヒ R ヨ k 而ビヨ ． 十 h ヒ 
ca 士ヒ gor@ 己ミ 0 千 unde Ⅰ 士 a ト lngs ln Whlch セ he ヒ mployer. p ト ov@ded 
h ヒ ls comp ヒ Ⅰ と ハナ， may h@mS 色 l 十二 ake r ヒ sp0nSib@ll 士 y 十 o Ⅰ た h ヒ 
田 easu Ⅰ 且 s 丘 e 千 er Ⅰ ヒ d 圭 0 @n pa ダ a% Ⅰ aph l, 

B. Ⅱ ヒ mb 色 Ⅰ S 士 a 七 %S sha@ @ 
and ap 士 i た し des r 巳 十日「 r ヒ d 
They 何 ay de 十 e@ 下 Ⅱハ色㌔ h 巳 
pa Ⅰ ag Ⅰ aph 5, 
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l. 事業者は、 次の措置を取らなければならない。     Th ヒヒ mploY ヒ Ⅰ 5h 目 l@@ 

                                                                            干 i 「ヒーテ l 弩 h 士 @n 甘 
and evacua 七 llon o す Ⅰ o Ⅰ k ヒ Ⅰ s   adapted 亡 Q 十 he na 士廿 re o 千十 h 已 

じること。     
p 「 且 Senn 亡   

                " 。 y  "" 。 """" 『 y                 Ⅴ i 士 h                                       Pa 「 士 @ し Ula 「 ly ミ S 「 e ヱ a 「 dS ナ l 「 S 十 ald   ヒ m 已 「 巳ヒ nCyy medlcal Ca てヒ   
「 eSc Ⅰ色町 n て xk a Ⅰ ddd .f@re 一テ l こ h 士 @ りビ   

meaS リ 「 eS       

u ハ 「 de 丘土 ak@n 麒 a ハ ad/o トヒ S 士 zab@lshme 自主   

3. 事案者 は また、 次の措置等を 取らなけれ は なら 3. 7he 。 mp@0y ヒ r shal@,   
(a) as soon aS possibl ヒ ． lm 干 orm alE 竹 orke Ⅰ s 竹 ho 3re, or   
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ならない。 

第 9 条 
事業者の各種義務 

]. 事業者は、 次の措置を取らなけれ ば ならない。   

ント を行っていること。   

(c) 休業 4 日以上を招いた 労働災害について 一覧表 
を 作成すること。   

  
ばならない。 

第 lD 条 
労働者への情報提供 

  

らない。   

置と 活動 

(b) 第 8 条 2 項に従って取られた 措置 

  
  

(a@g 条 第 l 項 8 及び b のリスウアセスメント 及び保護 
措置 

(b) 篇 S 条 第 1 項 し ) 及び (d) の一覧表及び 報告書   
5. 丁トヒヒ Ⅲ ployer Sh こ ll ensur 已エ ha セ all %or 化 ヒ rs are こ ble   jn 
士 h ミヒ V ヒ n て O 千 S モ Ⅰ lD 臼 S ヨハ d i 川叫 l ハ En て d こい ge Ⅰ 工 Q て h し l Ⅰ OWn 
テ ヨ千三丁 ? ョ nd/Dr てり at o 干 Q 土 h ヒ 「 perSon5. and いトけ 「 ミ 土門 ヒ 
@ ⅢⅢ err ヨ七三                                                           b ヒ                     一 0 
田 a 甘ヒて h ヒ app Ⅰ oop 「 lla て ee s て eeps in 士 h 三 l l 且 h Ⅰ D 干て h ヒ l 「 化 noW@ ヒ d 圧住 
and@ the@ technical 巾 EanS a 七 %h 弓 @ 「 dlSPoSal   エ 0 日 VOl 日エ he 
cons 己 Oque ハ CeS o 千 s り c ハ d ミ nn ヒヒ Ⅰ 

Th ヒ @r aC%ln ハ SS sha@ @ no 上口 l ヨ C ヒモ hem a 七 any C Ⅱ sadv8 目土む ge   
Un@eSS Ⅰ h ヒ y aC て ed ca Ⅰ el ヒ SSi ゾ 0 ⅠⅠ ト e Ⅰ e り aS n ヒ氏 l @ 匡ヒハ ce 0n 
ih 。 汁暉什   

A 佳 ie は g 
Va 「 lous obllgatlons on 仁肋 0lo.ye 「 s 

    The employer shall     

(a Ⅰ be ln poss ヒ ssl0n o ナ an 乙 S$ と 5s 何とハ十 0 千て he 亡 lsks 土 0 
safe 亡 y.and h ヒ al 士 h a 圭 W0rk, @n じ @ り dl Ⅰ こ士 h0se ナ ac@ng 考 Ⅰ oups 

0 千               expos と ld  圭 o  pa Ⅰ 士 lCUla 「                 

(b) td ヒ cLlH 且 on 圭 h さ p 「 0%eC た @Ve measu Ⅰ ees 士 o b ヒ七 akenn and. l 干 
ハ eecesSSa Ⅰ V. 七 he D 「 o 七三 C 田 lv ミ eqLulDrn ヒ rn て亡 O be tlSe.e 「     

て c) kk 三ヒ p a ll ニ士 of oCcc り opa 士 llonal aCccla 巳 rm 十 S 「 ヒ SSUl 七 ln 仁 ln a 
卸 0 Ⅰ ke 丘 b ヒ ln 巨 unfl て千 n ア w0 て k ナ o Ⅰ 巾 0 ア 3 %han th Ⅰ Ee 色 Worklng 
days     

(d) dr こ w uD, for the r 珪 spon5lble au 士 ho/l 圭 les and @n 

                    w@ 七 h                   lawS  %nd/cor                                     on 
oCcupa 士 llonal accld ヒ n 七 ss s りナヤヒ Ⅰ ed by hls work ヒて s   

2, Ⅱ embE 庁 S 十 a 土ヒ s Khall de 干 in 已 ， i ハモ he l@gh 士 D 十七 hfe na 十 Lu てヒ 
D 干士 h 已 ac 七 lv@ て l 巳 S and slZe o 十七 h ヒし ndel 「 ftakln ヒ s. 士 h ヒ 
obliga 圭 llonS 士 o he ln 已 t by 七 he づ l 干ナ e 「 en 工 c 三十 e ビ Eo ド l 巳 s o 干 
廿 nd と て甘 a ト @ngS ln 「 ヒ sp ミ し も 0 千 士 he 「「 zaw@ne 一 lUP o 千 the. doc Ⅱ m ヒ n 土ミ 
prov@ded キ o Ⅰ @n pa て ae 丘 zaph Ⅰ (a) and く b) and 甘 he Ⅰ prepa Ⅰ ilnS 
土 he docuinen 七 s. ロ rovldeCd Ⅰ 0r ln pa Ⅰ ヨ e ア EaPh l (C) and (d)   

Ar 仁 lc@ と @0 

worvk ヒア lnfo 伽 atton 

    Th ヒ 守田 p[oyer shall 士 ake aPmwrIop 「 @3 上巳 measu Ⅰ es so セ ha て 

Ⅳ 0 て kerS  and/ 。 Ⅰ th ヒ @ 「                                 ㎞ the l,fnd 。 八 akin 解 
a Ⅱ ad/nr           Iishment                   in                     甘 l 士 h                   
@aWss  a Ⅰ cd/o 亡                       席 nlch  may  土石 ke                 lH てヒ 「 al@a   
0 ナ 士 he  Sl7%  D 干圭 h 已 u Ⅱ ode 丘土 3kln 荏 and/@0 Ⅰ             lshmen ナ ． ミ ll 

た he  n 已 tc ヒ tSSa Ⅰ @@f  @n 干 Co/nma 七 1o ・ 且 conC ヒ 「 nlng: 

(a Ⅰ 士 h ヒ Sa 十 e 千 y and heal 丈 h rlskS and p 「 o 士と C 圭 l Ⅴ ヒ and 
p 「 ヒ v 且 n た Ulv と measU 「 且 s  and  ac@ 七 llvl 士 l ヒ s  ln  「 且 sDe(l.t  o テ bo 走 Hh  圭 h ヒ 
und 已 Ⅰ 士 akl Ⅰ g and/0 「 已 s 圭 8b@@Shm と n 甘 ln ヒヒ n ヒ ral and eaCh て yp ヒ 

o 干 wo Ⅰ ks 士 ; 土 @on  and    D 「Ⅰ on     

(b)  Ⅰ he  measur ヒ s  士 aken  p り rS むら rl 十セ o  A Ⅰ @ 仁 @cl ヒ 8  (2)   

2. The employer Shall tak ヒ app ト rcoD ト nla 圭 fe me こ :su Ⅰ Ees so 七 ha 士 

ヒ mpioyersS o 十村 0rk と rs 干て orn any ou セ Slde u Ⅰ Cder 士 aklngsS and/cor 
ヒ s て abllshmen 毛 ss ヒ n こ a 氏 ed @ Ⅱ ド o 「 rK ln h@s Ⅱ nd ヒ Ⅱ 士 akln 珪 and/o0 「 
七 %tabllshment r 巳 celv ヒ ・ 「 n a Ⅰ ecorcdance w 「 th 臆 a 圭 Ulonal laW;s 
and/or                                       in 干 0 ㎝ a 圭 ilon                       丈 he 
polm モ S 「 e ヤ er 「 pd 士 o fn para 氏て sph ] (2 Ⅰ and て b) 宵 nlch lS 上。 
be p 「 covlded 走 0 %he WorNk ヒ rs l Ⅰ ques 士 lon- 

3. The ヒ nlploye Ⅰ sha@l て ake aDp 「 oop 「 lla セ ue 下色 asurees so 十 ha 土 

wo 「 NKe ト nls: Wlth  sPeCCl 丁 lc  千 unc 士 @lons  in  O 「 o て ec て in 軒士 h ヒ尽 afB 圭 ¥y 
and  h ヒ zal 圭 h  o 干ソ o 「 ke 「 s,  n Ⅰ l 「 fo Ⅰ「 ke 「 s"  「 ヒ pr 已 s ヒ n 土 ca モ @lVeSS wr@ 七 lh 
specl 千 lc  「 eSPonslbll@ 定 ly  ナ o 「 毛 he  sa 干 Ep 士 ¥y  ヨ nU  h 巳 2a@ 七 h  o 干 
甘 0rker5S  shall hav ヒ afccpss:,  Ⅰ 0  Car Ⅰ Y  ou 七七 helr  ナ LlnC 士 @ons 

and  ln  aCco 「 cdance  ノ l 走 h  nat@ona@  laws  and/o 「 practlces.  to   

(a Ⅰ 雙 he  「 lSk  aSSeSSlnern 七 and  P Ⅰ。 亡色 。 士 llve  用 easU 「 ees; 「 且干巳 「「 ed 
下 O  ln  A Ⅰ lt@Cle  g  (1)  (a)  and  (b)     

(b) 士 h ヒ l@s 七 and r 軽 OOr 亡 S re す亡 rred 士 O @n A Ⅰ tlcle g く Ⅰ ) CC) 
and (d): 

(C) 士 he info 「 nnla 十 llon yle@6 色 d by prco 士 eerc 十 lVe and pr ヒ v 已 n も @V 色 
m ヒ aSU 「 eE. l ハ ;SO ヒ cC 十 llDn ageenc 「 ees and bodless 「 ヒ SPons@bl ヒ fD 「 
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この前提条件として、 められなければならない。 次の事項が行われ、 また、 認 
一 労働者との統語 

一 労働者及びⅠ 又は その代表が提案する 植モ ， j 

一 各国法律及びⅠ又は 慣例に従った 調和あ る参加 

  

(,) 安全と健康に 実質的影響を 及ぼすすべての 措置 

揮軍塞寄曇些 持者 淫寄葬 第 2 項の労働者の 指名 並 

sa 千 ヒ士 y  巨 nd  h ヒコ i 十 h 

A 「 土 jcl% 11   

@  F 用 Oploy ヒ Ⅰ s;                                   Ⅰ G Ⅰ化 e 「 S  こハ f 山 /fo グ                     
                                and  all0 打て hem  た 。 土 a 仮 ee  pa ㎡ in                           
On Ⅱ l l q りヒ s 工 lons refa 七 @ け音 工 D sa ナ ie エ yy and hetai 土 h a 丁 wo Ⅰ k   

ThlS p Ⅰ esupp0ses: 

一七 he consu@ 土 a 士 lon 0 丁 WorkErs, 

一之 he Ⅰ @gh 士 0 ナ Ⅳ orke Ⅰ s a Ⅱ d/o Ⅰ 土 he@ Ⅰ rep 「 esen 士 3%lves 士 。 
make@ proposals   

一 balanc 已 d 03 Ⅰ t@ し @pa 士 lon ln a し co Ⅰ d こ nce wl モ h na て @ona@ la. け s 
and/o0 Ⅰ                       

2. W0rke Ⅰ s or W0rk 巳て s"   Ⅰ ヒ p Ⅰ eS ヒ n 土 a 七 ives wl 屯 h speclflc 
r ヒ SponS@b@l@ 士 y 十 0r the Sa Ⅰ e%y and h ヒ al 士 h 0 十片 orke Ⅰ S sha@l 
て ake pa Ⅰ 千 ln a b ョ lanced Way. ln a0c0 て danC 呂韓 l 士 h na エ i0na@ 
@aws and/or p Ⅰ ョ C 土 lC ヒ s, o Ⅰ shall b 巳 Consul 仁 ed @ Ⅱ advance 
and @n g0od 亡 lme by 上 h と empl0yer Wl 上 h Ⅰ ega 「 d 七 o@ 

(a)@ any@ measure@ which@ may@ substantially@ affect@ safety@ and 
health: 

(b) 亡 h ヒ deSsIgna 士 llonl D す WQ Ⅰ Kk 巳て s て ヒ千ヒト「 ヒ d 十 O @n A 「 tlC@e ヰ 7 
(l)  and  8  (2)  三 nd  亡 he  ac 工 lvl 亡 @ と s  refer てと d  七 o  ln  A は lCle  7 
( Ⅰ )     

し ) 第 9 条 第 Ⅰ項及び 第 l0 条の清韓 

(d) 第 7 条第 3 項の適切な能力を 有する外部の 緩 関 
又 ば人間の指名 
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(e) 第 @2 条の教育の計画及 び 実施 ( 田 主 h 已 P@ann@n ヒ and or ピ anlZa 工 lon o 十七 h ヒエ「 ainlng 「 ヒ 予奪「「 ed 
土 o ln A は lcl 毎 ]2   

  
干 0 「 窩 0 Ⅰ k ヒ Ⅰ s  a 血 Cd/or  士 0                           0 市 darlg とⅠ   

A. The 且 ork ヒ rs re 干 e 「Ⅰ 曄 d 十 o @n Daraagrsaph 2 ち nd rhe wo て KkerS" 
rep 「 esenta セ iveS r8 千 e Ⅰ r ヒ d 工 o ln paragraphs 2 a ハ d 3 may no 宙   be p@aced a た a dl5advan 丈 a ご e b ヒ caus 已 0 十た h ヒ l 「 r ヒ sp ヒ c 亡 lv 已 
ac 拉 lvl 士 l ヒ s re 干 e Ⅰ 戸 ed て o ln pa ト a 故 r 乙 phs 2 and 3   

 
 
は
負
 

遂
に
 

法
 

 
 

    モ mDloV 已 Ⅰ S nIus て allnw WorHke Ⅰ s   「 ePr ヒ Sf 住七 a 七 lV85 口 l た h 
sp 已 ClTlc respo ハ S@bl@@tly 千 0r 士 h 巳 sa 干 te* 圭 yy and heal 走行 of 
Ⅰ O 「 k ヒ 「 S ad ヒ OqUa 土 e 亡 lme O 十ナ ・Ⅰ O ド Hk   ソ i 士 hnu セ loSS O 干 Pay   and 
provlde them wlth the necessar'y means to enabl ミ such 

「 eo 「 neSe Ⅱ 士 a 亡 lVes 士 O ヒ x 三 「 ClS 巳て hei 「「 lgh 士 5s and Ⅰ U Ⅱ ic 亡 @0 冊 11; 
de 「 ivln て干 「 oln 亡 hfS Dl 「 eR 士 llve.. 

  
  

  

  

一 採用時 

6 、 Wo 「 ke て s and/o 「 千 tl 年 l 「「 eP Ⅰ 三ミこ nta 七 @ves 3 戸 e %n て l Ⅰ @ed て 。 
apPeal. @n aCccorcdanc ヒ Wl 上 h na 圭 llonal la Ⅰ an け //or praC 士 @ce. 
モ o 十 he au 亡 rho Ⅰ l 毛 y 「 ヒ sponslb@ 窟ナ 0r safe 士 y and h ヒ Eal 土 h 
p 「 & 土ヒ c て lo Ⅱ a 圭 wo 「「 k l ナ they co れ sS@de 戸主 ha 上土 h 已 measu 「 Ees 

走 ake ハ and 士 he means ヒ mployecd by 走 h ヒ ermploye 丘 ar モ 
@n 巨 d ヒ q Ⅱ a 士 e テ or the pu ア rposes o ナ ensurime sa 千ヒ走 y and heai 七片 
a 土 Ⅴ o Ⅰ Nk. 

Wo Ⅰ bke Ⅰ S" Ⅰ ヒ preEern 十 za 走 @ves nIuS 士 be g@ven 七 h 已 oppo Ⅰ 士 unl 土 ly キ 。 
Subnti 土 the@r ohs ヒ 『Ⅴ a 士 @ons durnlng lnsoec モ lfon v@s@ 士 :S by 士 h ヒ 
compe 土 en て a ど圭 hor@ty. 

Ar 上 lcle l2 

丁 ralr Ⅱ ng o テノ orke 亡 s 

Ⅰ． The employer Shail ensu Ⅰヒ七 ha 十 eaClh WDrk と r rercelv ヒ s 
adequa た ee sa ナ IE 土 ly and h ヒ Eal 圭 h t 「 alnln ミ ． ln Pa 「 亡 @C り ia 「 @n 走 h ヒ 
干 O 「 m o 千 lnfo Ⅰ「 a た @on and lnS 士 Ⅰ nC%lonS SPeClf@ し圭 O hls 
WOrkS 丁 a 士 lon O 「 job. 

一 on 亡ヒ c 「 ul 丈 mem モ   

  

 
 



一転勤 又は 配置転換の際 

一新しい作案覆滅の 導入 又は穫 械の変更の際 

一新技術を導入する 際 

教育 た ついては、 次のことが確保されなければなら 
可い。 

一新しい 叉は 変化したリスク き考盧に 入れて修正さ 
"  れること。 

一 必要な場合 は 、 定期的に操り 返し教育されるこ 

C 。 

  

    

権 利があ る。     

一 ln てハど even 工 0 千 a た r ミ ns 干ヒて Or a chan 色色 0 十コ 0h   

一 in モ ㍉ e ヒ ven て 0 ナ 亡卜巳 ln 亡亡 OduC て @On O 千 new vlD Ⅰた eqUlP 田ヒ Ⅱ て 
n Ⅰ a C ト ang ヒ @n ヒ q り lPm ヒロ 圭   

一 @n 土 he eve いて 0 干工 he @ Ⅱ エ roduc モ l 口 n o 千 an ソ n ヒ ㌣ てヒ chnDlo ミ vy 

The@ training@ shalI b 巳     

一石 dap 土 eed て 0 %a Ⅱ fce. aCeco し れ モ 0 十円 e 打 or ch こ nged Ⅰ @sks   and 

一 r ヒ peated p ヒ 「 lodlcally lf n8cc ヒ Ss<:ary   

2. 丁 h ヒ emp@oy ヒ r shall 巳 nsure 士 h 已甘 Ⅵ 0rkerS 千 r0m o Ⅱ て slde 
り nde てて akln ヒ s and/or es て abl@shmen 圭 s ヒ n 旦 aged ln Wo Ⅰ k ln hls 
unde ニ士 aklng and/0 Ⅰ es 土石 bl,shment hav ヒ ， n 千 ac 士 r ヒ Ce@v ヒ d 

                                                                                                        lnhlsu regardlnghealthandsafeety 口 cde れ a Ⅱ ハ 9 ョハ d/o0 Ⅰ             
es モ abl lshmen 土 ． 

3.  Workkers.  ド epresen 士 a 士 @lves  W@ 十 h  a  speCclflc  role  ln 
p Ⅰ o[y 上巳 c Ⅰ lln 已も h 且 sa テ ee 屯 Vy  and  heal 亡 rh  o ヤソ o て kerS  Sha@@ he 
enti 土 Ied  モ o  app て coo 「 lla 上巳 亡 「 alnl Ⅱ Eg- 

    Th ヒ士 raln@n ビ丘 e ナ e 「 アヒ 「 土 o @n p ヨ rag 「 eaphs Ⅰ and 3 冊 ay no 七 
be a Ⅰ 七 h し WDrkerS" 且 xp ヒ nnSe ror a 乞士 ha 士 o 干 the W0r Ⅱ ers   
ア ヒロ て es ヒ nrI 十 aa 十 lV 已 s- 

The 士 ralnlne 「 e ナ erre 「 亡 o ln p 石 「 ヨ e 「 aaoh Ⅰ muS 乞士 ミ ke plaC ヒ 
d し 「 l ハ目 worklng  hou Ⅰ ss. 
Th ヒ %r 宕 @ln@ Ⅱ 9 Ⅰ 已 土 & Ⅰ ア ed 十 o ln para 甘 Ⅰ aph 3 mus 上士 ak ミ plaC 巳 
dU 「 lng キ   D て klng hou ト s o て ln acco 「 danCe wl 土 h na 士 l0 ハ al 
                                Ⅴ l エ hl Ⅰ 0 「                 仁 he                         ョハ d/0 「 
士 he es 土 zahl 「 :?;hmen 士   



FiJ 労働安全衛生の 改善を促進するだめの 施策の導入に 関する 
i989 年 6 月㌍ 自 理事会指令 (8 が 397/ 三三 C) 

COUNCi, 品 p 目口こ三品 よ ょ % ニ ㌢ニ姉姉 e 」ごニ 芋 ヒ % ヲ 8%n 占 Ⅰ i 三 eltin ま Ⅰ だ ご月 ま 三三三三三 は 了三 % ピゑぎア 3 ま ア / 笘こ Dur 。 g, 
( 仮諦国際安全衛生センタ 一 ) 

S 三 CTloN  l@@ 
井勘者の養 第 3 重 務 WORK 巨 RS, OBLtGATloNS 

第 l3 条 A 「 tic@e  l3 

l. l% shal@ b ユ七 h じ resp0nsIb@ll 千 y o 千 ea し h が 0 Ⅰ ker 士 。 
十こ k ヒ ca Ⅰ e as 干 ar a 忘 p0ssible o ナ h@s 0wn sa 干 e 土 y and   
Ⅰ「 a@n@n 旺 and 七 h ヒ @ 冊 三田「 uC 亡 l[onS ビ lven by り ls ヒ TOploy ヒ丘     2.  To  土 hls  end.  ヰ ork ミ Ⅰ S m Ⅱ ss 七 ln  p ョれ @Cu@a ド ． l ハ 
aCCo 「 ooanCe W@ 走 h 七 h と l 「 甘 「 a@n@ne and the lnS 七 Ⅰ UC 七 lonS 

らない。     

(,) 崔械 、 器具，工具、 危険物質．輸送用 俺 器及びその他の 
生産手段を正しく 使用すること。 

(b) 支給された保護具を 正しく使用し 使用後 は 、 正しい位置 
に 戻すこと。 

  
あ るいは持ち去ったりしないこと。 

  
  
  

すること。 

g@ven by thel 「 ermploVe Ⅰ     

Ⅰ a)  make  co ⅠⅠ eC 工り Se  of                        appa 丘 こた us,  工 0o@S   
                  sllhs 圭こ Ⅰ ces.  圭亡 anspo 百十 巳 q り lp 巾 een 土 and  o 土 rhe Ⅰ 
田ヒ anS O 千レ Ⅰ 0d Ⅱ Ct@on     

(b Ⅰ maKR {cfi て 「 RC 土 US ヒ Of 仁 h 亡 O ヒ丘 SOnal P Ⅰ O 士ヒ C 七 lV ヒ 
eQ Ⅰ @lpm と n 七 suppll 旺 [d 丈 0 エ h 圧川 and   a 千古ヒⅠ USe   「 e 壮 U Ⅰ n l 士 
士 0 l 十 S Pr0per PlaCe     

(C Ⅰ                 十戸 Om                                 cha Ⅱ gln 耳 mr  「 ヒ lnovlne 
a Ⅰ bl 士 「 a 「 Jly Sa 十三七 y devlceS モ l 士 七色 d, e-%. 圭 D 
machln ヒ Ⅰ y, apPa Ⅰ a 土 Ⅱ S, 土 00lS, plan 土 and bulldln 目 s. 

and り S ヒ SuCh sa イヒ土 y d ヒ vlces c0 「 て eG 圭 ly     

ィ d) lnln 巳 [dla 十 e@y ln ナ or Ⅲ 士 h ヒ住 moloy ヒ r and/Ior 七 he 
wo Ⅰ kers Wl 土 h S ロ ヒ ci 干 @C Ⅰ ヒ sponSlb@l@ 士 y 干 or 士 he sa 干 te 土 py 
and h ヒ zal た h of 甘 ornker?S of any wornk sl 土 ua 土 lon .they 
haV ヒアヒ aSnnabl 巳 grmunfis テ 0r conslde Ⅰ @ng rep 「 esen 士 S a 
s ヒ 「 lnlJs and lmmeldla+ 巳 dan ま と「 士 o sa テ le 土 yy and h ヒ ;@l 土 h 
a Ⅱ md n 干 any Sho Ⅰ十 Co Ⅵ ln ビ ;s @n 屯 he D 「 no 土ミ C 士 lon 
a Ⅰ「 an ヒ亡 me ハ土 S     

(e) cGoopera 七 %, ln acco Ⅰ 廿 anc ヒ打 @ 亡 h れ a モ llo 打 aa@ D 「こして lC 巳， 
Ⅴ lth 士 he empl0y ヒ r an 「 /ior Ⅴ orke て s wl Ⅰ ト sD ヒ lr:l ナ @C 
丘亡 sponslbl@l 圭 y for th 巳 safe 土 y a ぃ Nd hezal+h o 千 wc@ ⅠⅡ ヒ rs. 
fo て aS lon 甘 a ョ may be neCleSsar'y 七 o enabl こ any 十 askS 
0r Ⅰ eq 廿 lreln ヒ n 圭 s llnpos と d by て he compe モ <en セ au 士 horl 士 y 
亡 0 O 「 no 士 ec 乞士 he sa 干 e 走 V and heal 士 th o 干 Wo て ker:s a 七 Work 
土 o h ヒ ca Ⅰ rlp 「 t n Ⅰ た : 

(f) tcoope Ⅰ aa 十ヒ ， @n acco 「 adance Ⅰ l 圭 h ハ a 土 lona@ praac て lC 奪   
Wl 士 h 土 h ヒ employer and/or W0 て ke Ⅰ s Wl 士 h specGl ヤ lC 
reSponslblll Ⅰ yy fo アた he sa 干圧士 y and hea@ 圭 Uh o ナィ ork ヒ Ⅰ S   
  0r as lon ビ aS may b 亡 Ⅱ eces さ a Ⅱ ア士 0 ヒ nahlH 士 he 

emp@oyer 士 D ヒ nsure Ⅰ ha 士 Ⅰ h ヒソ orKkln 甘 envir(onmem 圭 and 

YforKklne condl 七 llons.a 「 e sa 千包 and Dos 已 no 「 lSk 十 D 
safe て vy and heal た rh w@ て fhln 十 h ヒ lr fleld o 干 ac た l[V@ 七 vy. 

 
 

 
 



叩 労働安全衛生の 改善を促進するだめの 施策の導入に 関する 
何 89 年 6 月㌍ 目 理事会指令 (89/39 け E 三 C) 

COUNCl imp Ⅰ D@R Ⅰ Oveme 巨 (C 丁 Ⅱ l Ⅴ 士 三 s  of  i Ⅱ ]2  亡 ㍉ e  J リハ S 日干 e  e Ⅰ 七 989  y  a 口 0n  ddd  hea@h  士 he  in 士 n Ⅰ トソ oduc o ㌃ nkerS  土 @on  o 右七 干 measu wo Ⅰ k(89/391/ Ⅰ nes  圭 o  enco 旺 C 目 rage 
( 仮訳 国際安全衛生センタ 一 )   

一 案 4 二 早 S 巨 C 丁 @ON @V 
雑則 わ Ⅱ SC 旺 しし 八 N 三 0US PROVlSIoNS 

第 l4 条 A 計 lci 住 ]4 
健康診 奇 H ヒ a@ 土 h sU 「 Vel @ l ユ nCe   

                                            lnC Ⅱ て                                                                                                           
P 「 aC 土 lCeS   

Z.  Th 巳 meas Ⅱ res  r ミナ e Ⅰ red  To  l れ pa Ⅰ 2ag Ⅰ aph  Ⅰ shal@ h 巳   such  エ ha 土 eaCrh  wo Ⅰ pksr,  l 千 h ヒ S&  Wlshes,  may  Ⅰと celv 巨 
h 巳 afth  sur Ⅴ e@l la ハ Ce  a 七 ree り lIar  @n 士とト vals. 

3t. 健康診断 は 、 各国の健康促進制度の 一部として行 う こと 
ができる。 

第 @5 条 
リスク対象集団 

特定のリスクのあ る仕事にた づ さわる集団 吐 、 その特定の危 
険から保護されなければならない。 

      Hea@ 土 h su Ⅰ vve@@la Ⅱ cc ヒ ma ソ be pr0vlded as ウ ニ Ⅰ 七 

o テ a n ヨ % 「 ona@ h と a@%h sys 士 em   

Ar 千 @cl ヒ Ⅰ 5 
R@sk ヒ 「 0 Ⅰ Os 

P ヨ Ⅰ t@Cu@arlIy                       r@sk             mus 土 be  p て o 士 ec 土ヒ d 
agalnS 土圭 h ヒ dan Ⅱ e 「 S Ⅳ hich speci テ llca@l ゾ a 十干 ec 上て he 巾   

第 lB 条 A 珪 icle  Ⅱ 
個別的指令一改正一 Ind@i@v@i@duaI                         一 % 。 ndrmen ト 一 
本 指令の適用範囲 Gene Ⅰ al SCopee of 士 hls Dl 「 已 C 士 @lVe 

                                                                                                                                                                                                                    Ⅰ CommissionbasedD -Th 巳 ㏄ u Ⅱ cil.ac 士 Ⅱ in Ar 巨 モ ona icl% proposal 五ゴ 8a0 下士 千 h Ⅰ ヒ Dm Trea 土 h ヒ 七 vy   
令を採択する。 shall adiP 土 in 「 dlVidllla@ Dl 「 eC 十 lV ヒ S   in 十 e Ⅰ alla         

十 h ヒヨ 「 ヒ aS l ls 士 Eed ln Ⅰ h 巳 Ann ヒ Ⅹ   

  
  

されるす 人 ての分野に全面的に 適用される。 

2. Thls Dl 「 eC 十 lv ヒ and, wl Ⅰ hou モロ「 ヒ jUdlC 亡圭 D 士 he 
p 「 Oc と du 「 ヒ Ⅰ ef ヒ r Ⅰ ed 七 0 @n A Ⅰ 士 l 臼 @ ヒ l7 conCe 「 nin 吉 

セ cchnlCal ad ⅡⅠ s 士 men 士こ ， 士 h ヒ lndlvldua@ Dl Ⅰ亡し 土 lves may 

be am ヒ nded @n acCo 「 danC ヒ W@ て h 仁 h ヒ proc ヒ du 「 e p 戸 0vl ゴヒ d 
ナ 0 「 i Ⅱ A Ⅰ 卸 C@e llBa 0 十 th 已下 re ユ土 y- 

3. The p Ⅰ tovlslons o 干 thls Dl て ect@ve shal@ appiy       
千 Ⅱ l@ 士 D all 士トヒ B 「 ミ as cov ヒ 「 色 d by. 七ト 色 lndlvld Ⅱ cal 
Dl 「 ec 士 lves, Wl%hnut pr 已 Ju ゴ 「 c 甘 tD mD 「 巳 3% 「 @ngeent 
and7 0 「 sp 呂 cclflG proovlslons coIT て aalneod ln           
lnd@Vldual Dl 「 necTlves. 
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田 労働安全衛生の 改善を促進ずるための 施策の導入に 関する 
  989 年 6 月 m2 日理事会指令 (89/391/EEC) 

COUNCl し DlR ヒ %TlV こ nf  l7  り u ロ e  1989  0n  士 he  ;n 七 roduC 士 ion  n 干 measu Ⅰ nes  to  巳 ncour 石呂 e 

i Ⅲ p Ⅰ・ Ovem し n 七 s  in  七 he  sa 干 @e 七 、 y  a Ⅱ 日 hea@@t, Ⅱ 0 干刈 o Ⅰ kers  a 七 wornk  (89/391/ 三軍 C 

( 仮諦国際安全衛生センタ 一 )     
蹄旦 ， l 

第 l6 条章 ] 壇所定の個別的指令の 封 % 分野一 
一作業場 

一作業用機器 

一 保護具 

一 VDT 作業 

一腰痛のリスクのあ る重量 物 取扱い 

一 臨時文ぼ移動作業場 

一 漁業及 び農 美文書終了 

ANNEX 
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労働安全衛生マネ 、 ジメントシステムに 関する国内の 状況 

エー 国の労働安全衛生マネジメントシステムに 関する指針 

1999  年 ( 平成 11 年 ) 3 月 労働安全衛生規則の 改正 ( 第 24 条の 2 を追加 ) 

( 自主的活動の 促進のための 指金十 ) 第 2% 粂の 2  厚生労働大臣は、 事業場における 安全衛生の水準の 向上を図る と 

を目的として 事業者が一連の 過程を定めて 行 う 自主的活動を 促進する 

  ため必要な指針を 公表することができる。   
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2. 業界団体等における 取り組み 

  中央労働災害防止協会 労働安全衛生マネ 、 ジメントシステム 評価基準を策定 (1996) 

建設業労働災害防止協会建設業労働安全衛生マネ 、 グメンレステムが ィト ，ラインを策定 (1999) 
自動車産業経営者連盟 労働安全衛生マネジメントシステム (1997)   

日本化学工業協会 労働安全衛生管理指針 (199% 
日本鉄鋼連盟 労働安全衛生管理指針Ⅰ 998) 
陸上貨物運送事業労働災害防止協会 

労働安全衛生マネゾルトシステ 劫 。 ィト 。 ラインを策定 (2002) 

3. 労働安全衛生マネ シ 。 ル レステムの導入状況 

( 平成 1 2 年労働安全衛生基本調査 ) 

OS 皿イ ． S を導入している 事業場 10.1 %0 ( 内 97-0 % が一定の効果を 上げている ) 

  導入の予定があ るとした事業場 17.2% 。 

導入段階にあ るとみられる 事業場 27.3% 

 
 

 
 



国内のマネジメントシステム 構築状況 

ェ 中災 防及び建策 防 
( t )  申災防 

五 ，基づくシステム - SHA ハックに。 構築教父 は 予定数は未把握。   (   モデル事業場                           (   平成           11     ～   14 年度 f4 社 (18 工場 い 
定評授与事業場 ( 認 、 9 社 ( "  平成 @  15 年 "1 5 月 )) 

システム担当者研修終了者 ( 平成 14 年度まで ) 2,280  名 
リスクアセスメント 実務研修終了者 ( Ⅱ ) 2,209  名 
システム監査実務研修終了者 ( Ⅲ ) 965  名 
Ⅱ SHA パック説明会参加者 333  名 

( 2 ) 建策 防   概ね 400 社程度が構築済み 又は構築直双と 見なきれ プ旬 
( 評価証交付事業場 1 社 ( 平成 15 年 5 月 )) 

( 平成 1. 5 年 3 月調べ ) 
構築完了 企業活社数 210  社 
構築中   185  社 
構築検討中 "  " 583  社 

2  その他 
OHSAS 等に   よ るマネジメントシステム 認証事業場は 、 概ね 
170 社。 (22 機関の認、 証の合計 ) 
( 平成 5 年 5 月現在で把握できたもの。 ) 
( 上記 ( 1 ) 及び ( 2) との重複の可能性 は あ る。 ) 

3  参考 
0 S HMS 促進協議会アンケート 調査 ( 抽出調査 ) 
( 平成 15 年Ⅰ 月   調べ ) 

310 事業場中 構築済み     44  事業場 (14-2%  ) 
構築中及び構築予定 : 60 事業場 (19 、 4%) 
検討中     92  事業場 (29.7%  ) 

て七ヒ較 Ⅰ 

( 平成Ⅰ 3 年 9 月調べ ) 
214 事業場中 構築済み       20  事業場 (  9.3%  ) 

構築中及び構築予定 : 53 事業場 (24.8%) 
検討 申     62  事業場 (29.0%  ) 

4  まとめ 
現在のところ、 全国で数 100 単位以上の事業場でシステム 構築 

済み、 構築中文 は 構築予定とみなしていると 考えられる。 
( あ くまでも、 各事業場としての 判断であ り、 適切に構築、 運用 
六 れているかどうかは 不明 ) 

( 平成 1 5 年 5 月朔。 在 ) 

 
 

 
 

 
 

 
 



0SHMS 導入による効果 

1  災害の減少として 効果が現れた 例 

(1) 三拝電機 ( 株 ) 産機システムカンパニ 一食品システム 事業部 ( 群馬県大泉町 ) 
いわゆる赤チン 災害が年間 工 0 一 20 件程度発生していた 災害が、 0 件に減少し 

た 」 D 

( 主な理由 : システムを導入し、 リスクアセスメント 分析表の作成、 その結果に基 
づく改善を行ったことなどによる。 ) 

(2) 熊谷組 ( 本社東京都新宿区 ) 
度数率が概ね 1.0 であ ったものが、 およそ 7 割減の 0 ・ 29 まで減少した。 

( 主な理由 : システムを導入し、 リスクアセスメントの 結果に基づき、 脚立の使用 

をやめたことなどによる。 ) 

(3) 福島キヤノン ( 株 ) ( 福島県福島市 ) 
システム導入により、 現在まで約半年間、 完全に無災害を 継続している。 なお、 

過去 17 年間、 5000 万時間にわたり 休業災害ゼロであ ったが、 軽微な災害はな 

くなっていなかった。 

( 主な理由 : システム導入し、 リスクの改善率が 高く、 かつ、 より早く改善される 

よ う になった。 ) 

2  リスクの評価点の 改善として効果が 現れた 例 

(1) セイコーエプソン ( 株 ) ( 長野県諏訪市など ) 

一例として、 あ る作業現場におけるリスクの 評価点の合計が、 4237 点から 4065 

点に減少⑭・ 1% 減 ) しだ。 

( 主な理由 : システムを導入し、 リスクアセスメントの 結果を数値化し、 リスクレ 

ベルの高いもの・を 改善した結果、 リスク点数の 合計の減少が 達成きれた。 ) 
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機械の包括的な 安全基準に関する 指針 

Ⅰ 目的 

機械の包括的な 安全基準に関する 指針 ( 以下「指針」という。 ) は、 機械の製造者 零 
が 機械の設計、 製造等を行 う 場合及び事業者が 機械を労働者に 使用させる場合において、 

機械のリスクを 低減させ、 機械の安全化を 図るため、 すべての機械に 適用できる包括的 
な安全方策等に 関する基準を 定めたものであ り、 製造者等による 安全な機械の 製造等及 

び事業者による 機械の安全な 使用を促進し、 もって機械 は よる労働災害の 防止に資する 
ことを目的とするものであ る。 

2  適用の範囲 
指針は、 機械の設計及び 製造等を行 う 製造者等並びに 当該機械を労働者に 使用させる 

事業者に適用する。 
  

  

3  用語の定義 
指針において、 次の各号に掲げる 用語の意義 は 、 それぞれ当該各号に 定めるところに 

よる。 

(1) 機械材料の加工、 処理、 移動、 梱包等の特定の 用途のために 部品又 は 構成品を組 
み合わせたものであ って、 機械的な作動機構、 制御部及び動力部を 有し、 当該部品 又 

は 構成品のうち 少なくとも一つが 動くものをい う 。 

(2) 危険 源 労働災害を引き 起こす根源をい う 。 
(3) 危険状態 労働者が危険 源 にきらされる 状態をい う 。 

(4) リスク 労働災害の発生する 確率とその労働災害の 大ききを組み 合わせることによ 
って表す、 危険性の評価のための 指標をい う 。 

(5) リスクアセスメント 利用可能な情報を 用いて危険 源 及 び 危険状態を特定し、 当該 
危険源及び危険状態のリスクを 見積もり、 かつ、 その評価をすることによって、 当該 
リスクが許容可能か 否かを判断することを いう 。 

(6) 使用上の情報機械を 安全に使用するために 製造者等が提供する 情報であ って、 表   
示又は警告表示の 貼付、 信号装置又は 警報装置の設置、 取扱説明書等の 文書の交付、 

教育訓練の実施等により 行われるものをい う 。 

(7) 製造者等 機械の設計、 製造又は改造を 行う者及び機械を 輸入した者をい う 。 
(8) 安全方策 リスクの低減 ( 危険源の除去を 含む。 以下同じ。 ) のための手段をい う 。 
この安全方策にぼ、 製造者等が行う 本質的な安全設計、 安全防護、 追加の安全方策及 
び使用上の情報の   提供並びに事業者が 行う作業の実施体制の 整備、 作業手順の作成、 
安全防護物の 設置、 保護具の備付け 及び労働者に 対する教育訓練の 実施等を含む。 

(9) 本質的な安全設計機械の 設計を工夫することにより 安全防護初等の 付加的な設備 
の設置を行 う ことなくリスクの 低減を行 う 安全方策をいう。 

(10) 安全防護装置機械に 取り付けることにより、 単独で、 又は ガードと組み 合わせて 
使用する光線式安全装置、 両手操作 式 安全装置等のリスクの 低減のための 装置を いう 。 

(11) 安全防護 物 ガード又は安全防護装置を いう 。 

(12) 安全防護 安全防護物の 設置に よ る安全方策を いう 。 
(13) 追加の安全方策 労働災害に至る 緊急事態からの 回避等のために 行う安全方策 ( 本 
質的な安全設計、 安全防護及び 使用上の情報の 提供以外のものに 限る。 j を い う。 

 
 

  

 
 

  

  

 
 



(14) 製造等における 残存リスク 製造者等が設備上の 安全方策 ( 本質的な安全設計、 安 

全防護及び追加の 安全方策をい う 。 以下同じ。 ) を講じた後に 残るリスクをい う 。 

(15) 意図する使用 使用上の情報により 示される製造者等が 予定している 目的及び方法 
による機械の 使用をい う 。 

(16) 合理的に予見可能な 誤使用 製造者等が意図しない 目的 又は 方法による機械の 使用 

であ って、 容易に予見可能な 人間の共通的な 行動特性により 行われるものをい ，フ 

4  製造者等による 機械のリスク 低減のための 手順 
(1) 製造者等 は 、 機械の設計、 製造若しくは 改造 又は 輸入した機械の 譲渡若しくは 貸与 

( 以下「製造等」という。 ) を行うときは、 当該機械のリスクアセスメントを 行 うこ 

と 。 

(2) 製造者等 は 、 製造等を行 う 機械のリスクアセスメントを 行った結果、 リスクが許容 
可能な程度に 低減されていないと 判断された当該機械の 危険源及び危険状態について 

は、 必要な安全方策を 行い、 当該機械のリスクを 低減すること。 

5  リスクアセスメントの 方法 

(1) 製造等を行う 機械のリスクアセスメントは 、 次に定める順序により 行 う こと。 

ア 機械が使用等される 状況を特定すること。 
イ 機械の危険源及び 危険状態を特定すること。 

ウ 特定された機械の 危険源及び危険状態のリスクを 見積もること。 
エ 見積もったリスクを 評価し、 リスクの低減の 必要性の有無を 決定すること。 

(2) 機械が使用等される 状況には、 次のものを含めること。 
ア 機械の意図する 使用が行われる 状況 

イ 機械の段取り、 異常に対する 措置、 そ うじ 、 検査、 修理、 運搬、 据付 け 、 試運転、 

廃棄等の作業が 行われる状況 
ウ 機械に故障、 異常等が発生している 状況 

エ 機械の合理的に 予見可能な誤使用が 行われる状況 

オ 機械に関係労働者等が 接近している 状況 

6  製造者等による 安全方策の実施 
(1) 製造者等による 機械のリスクを 低減するための 安全方策は 、 次に定める順序により 

行 う こと。 

ア 本質的な安全設計を 行 う こと。 

イ 本質的な安全設計により 許容可能な程度に 低減できないリスクについてば、 必要 

な 安全防護及び 追加の安全方策を 行 う こと。 

ウ 本質的な安全設計並びに 安全防護及び 追加の安全方策により 許容可能な程度に 低 

減できないリスクについてば、 使用上の情報の 中で機械を譲渡し、 又は貸与する 者 

に 提供すること。 

(2) 製造者等は、 安全方策を行 う ときは、 新たな危険 源又は リスクの増加を 生じないよ 
う留意すること。 

7  製造者等が行 う 安全方策の具体的方法等 

(1.) 本質的な安全設計の 方法 

製造者等 は 、 別表 第 1 に定める方法その 他適切な方法により 本質的な安全設計を 行 

フ ）と。 



(2) 機械的危険 源 に対する安全防護の 方法 
製造者等 は 、 別表第 2 に定める方法その 他適切な方法に よ り危険 源 のうち機械の 運 

動部分の動作に 伴 う ものに対する 安全防護を行 う こと。 

(3) 追加の安全方策の 方法 
製造者等 は 、 別表第 3 に定める方法その 他適切な方法により 追加の安全方策を 行 う 

ナと 」 。 

(4) 使用上の情報の 提供 
ア 製造者等は、 別表第 4 に定める事項その 他機械を安全に 使用するために 必要な事 
項を使用上の 情報として提供すること。 

イ 製造者等は、 別表第 5 に定める方法その 他適切な方法により 使用上の情報を 提供 
すること。 

ウ 製造者等は、 設備上の安全方策により 低減が可能であ るリスクについては、 使用 
上の清報の提供を 行 う ことにより設備上の 安全方策に代えてはならないこと。 

(5) 安全方策に係る 留意事項 
製造者等 は 、 安全方策を行 う ときは、 危険の種類等に 応じ、 別表第 6 に定める事項 

に留意すること。 

8  リスク低減のための 措置の記録 

製造者等 は 、 製造等を行 う 機械のリスクアセスメントの 結果及び実施した 安全方策の 

内容その他の 本指針に基づき 機械のリスクの 低減のために 行った措置を 記録すること。 

9  事業者によるリスク 低減の手順 
(1) 事業者は、 機械を労働者に 使用させるときほ、 製造者等から 提供された使用上の 情 
報の内容を確認すること。 この場合において、 事業者 は 、 必要に応じて、 リスクアセ 

スメントを行うこと。 

(2) 事業者は、 使用上の情報又は 自ら行ったリスクアセスメントの 結果に基づき、 必要 
な 安全方策を行 う こと。 

10  注文時の条件 
機械の製造等を 注文する者は、 当該注文の条件が 本指針の趣旨に 反することのないよ 
う に配慮すること。 
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事項等については、 当該化学物質等を 譲渡し、 若しくは 

提供した者、 化学物質等の 有害性等に関する 外部の専門 

家又は専門的な 機関等に照会する 等の方法により、 当該 

事項について 解明させるように 努めるものとする。 

(4) なお、 事業者であ って、 通知対象物を 譲渡し、 又は提 

供する者は、 化学物質等安全データシートを 作成するの 

に 必要な知識を 有する者 ( 以下「化学物質等安全データ 

シート作成者」 という。 ) にこれを作成させ、 当該物を 

譲渡し、 又は提供する 相手方に交付するものとし、 通知 

対象 物 以外の化学物質等を 譲渡し、 X は 提供する者は、 

当該 物は ついて有害性等を 調査し、 かつ、 当該物を譲渡 

し、 又は提供する 相手方にその 結果を文書等で 通知する 

よ う に努めるものとする。 

毛 実方世事土質 

Ⅲ 事業者は、 法令等、 化学物質管理計画等により、 健康 

障害防止措置の 実施事項を特定するとともに、 これらを 

実施するものとする。 

(2) 実施事項には、 次に掲げる事項を 含むものとする。 

イ 化学物質等を 製造し、 又は取り扱う 業務については、 

次により化学物質等へのぼく 露を防止し、 又は 低減す 

るための措置を 構ずること。 

㈲ 作業環境管理 

a  使用条件等の 変更 

b  作業工程の改善 

c  設備の密閉化 

d  局所排気装置等の 設置 

(0) 作業管理 

a  労働者の当該化学物質等へのぱく 露を防止し、 

又は低減するような 作業位置、 作業姿勢 又は 作業 

方法の選択 

b  呼吸用保護具その 他の保護具の 使用 

c  当該化学物質等にばく 露 される時間の 短縮 

い 局所排気装置等の 管理 

㈲の d の措置を講じた 場合は 、 次により局所排気 

装置等の管理を 行うこと。 

a  作業が行われている 間、 有効に稼働させること。 

b  定期的に保守点検を 行うこと。 

白 保護具の備え 付け等 

保護具については、 同時に就業する 作業者の人数 

と同数以上を 備え、 常時有効かっ 清潔に保持するこ 

と。 

㈲ 作業規程の作成等 

次の事項について 当該業務に係る 作業規程を定め、 

これに基づき 作業を行わせること。 

a  設備、 装置等の操作、 調整及び保守点検 
  宙 ' キキ " 吉士 とユ " ヱ " " Ⅱ。 ょ - " 石ム。 " "" ' ヰニ " 七 %  " ハキ 七里 
し 共巾 は宇 怒 '"" 冗 エレん物ロ に 。 " し り """" い "" , 。 里 

c  保護具の使用 

㈹ その他労働者の 化学物質等へのばく 露を防止し、 

又は低減するための 措置 

口 化学物質等を 製造し、 又は取り扱う 作業に従事する 

労働者に対して、 当該化学物質等に 関して、 次の事項 

について、 労働衛生教育を 行うこと。 

㈲ 名称及び物理化学的性質 

@  有害性等．ばく 露 することによって 生じるおそれ 

のあ る健康障害及びその 予防方法 

㈹ ばく露を防止し、 又 は 低減するための 設備及びこ 

れらの保守点検の 方法 

白 保護具の種類、 性能、 使用方法及び 保守管理 

㈲ 異常な事態が 発生した場合の 応急措置 

㈹ その他化学物質等による 健康障害を防止するため 

に必要な事項 

ハ 化学物質等の 保管、 貯蔵 、 運搬等においては、 当該 

化学物質等が 漏れ、 こ ばれる等のおそれがないように、 

堅固な容器に 入れ、 又は確実な包装を 行うこと。 また、 

当該化学物質等が 盗用されることのないよう、 必要な 

措置を構ずること。 

二 化学物質等を 事業場外へ廃棄又は 排出する場合 は 、 

これらによる 事業場の汚染の 防止を図るとともに 事業 

場外の汚染の 防止に配慮すること。 

ホ 設備に関し、 適切な構造及び 材質の選定、 保守点検 

の励行、 これらの設備を 取り扱う作業についての 適切 

な作業規程の 作成及び当該作業規程に 基づく作業の 励 

行、 適切な安全装置の 設置等により、 当該設備からの 

化学物質等の 溢 出 等の事故を防止するための 措置を構 

ずること。 

ヘ ホ の事故による 化学物質等の 大量漏えい等が 生じた場 

合において、 労働者の当該化学物質等へのばく 露による 

健康障害を防止するために、 避難経路の確保、 緊急用の 

呼吸用保護具等の 備え付け、 洗眼・・焼身の 設備の設置等 

0 対策をあ らかじめ講じておくとともに、 定期的に避難 

訓練を実施する 等の必要な教育訓練を 行うこと。 

5  監査等 

Ⅲ 事業者 は 、 化学物質管理計画の 実施状況について 定期 

的に監査又はパトロール ( 以下「監査等」という。 ) を 

行うものとする。 

(2) 事業者は、 (1) の結果等に基づき、 必要があ ると認める 

ときほ、 化学物質管理計画及 び その実施について 改善を 

行 う ものとする。 

6  記 録 

事業者は、 化学物質管理計画の 実施状況、 監査等の結果 

等に関し必要な 事項を記録するとともに、 これを保管する 

ものとする。 

7  人材の養成 

化学物質等安全データシート 作成者及び化学物質管理者 

は 、 それぞれの専門分野において 十分な知識を 有している 

ことが必要であ る。 

このため、 事業者は、 これらの人材の 養成に努めるもの 

とする。 
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日 時 平成王 5 年 1 0 月 2 3 日 ( 木 ) 1 4 : 0 0 ～ 1 6 : 0 0 

場 所 専用第 t 6 会議室 
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9,  0 0 0 円 

4, 0 0 0 円 

7, 0 0 0 円 

O, 0 0 0 円 
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( 会議 名泊律 的な安全衛生管理の 今後のあ り方に関する 検討会 

平成 15 年Ⅰ 0 月 23 日 ( 木 )14:00 ～ 16:00 

於 専用第 t6 会議室 

官職 
奔 出 
菓 欠 

  恒川謙司 安全衛生部長 
o  佐 

中油 剛 安全衛生部計画課長 O 夕 

西本衛生 安全衛生部安全課長 
0@ Q 

田中正晴 安全衛生部計画課調査官 0 つ 

毛利 正 安全衛生部計画課課長補佐 O 
  吏 

浅田和哉 安全衛生部主任中央労働衛生専門官 o@ 9 

田中 敏章 安全衛生部副主任中央労働衛生専門官 
0  % 

高津昌大 安全衛生部計画課企画係長 
0  つ 

計 8 名   
( 会議出席者 18 名 ) 

 
 

 
 

 
 



経費内訳 

- 一 一 一 口 十 

く単イ立 : 円 ) 

日 、 当 鉄道 費 航空費 謝金 - 一 一 一 口 十 

1,300 980     

1,300   

1,300 
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( 鳥取 ) 

43 600   

  
1.300 ( 三河豊田 19,620 )     
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0   

  
1.300  ( つ つ じケ丘 900 ) 

1,300 
  

3, 00 

1,300 
23,520   
( 一社 ) 

11,700 102,200 97,200 90,000 301,100 
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厚生労働省労働基準局長 

自律的な安全衛生管理の 今後のあ り方に関する 検討会 

m 啓 

益々 御 健勝のこととお 慶び 申し上げます。 労働安全衛生行政の 推進に御協力 

い ただき、 お礼申し上げます。 

さて、 このたび、 標記検討会を 下記のとおり 開催することとし、 その中で、 

貴台の御意見等を 拝聴いたしたく、 御案内させていただきます。 

つ きましてば、 御 多忙中とは存じますが、 万障 お 繰り合わせの 上、 御出席 方 

よろしくお願い 申し上げます。 

敬具 

  
一己 

日 Ⅰ 時 平成 1 5 年 1 0 月 2 3 日 ( 木 ) 1 4 : 0 0 ～ 1 6 : 0 0 

2  場 所 専用第 1 6 会議室 

3  連絡先 厚生労働省労働基準局安全衛生部計画課 
電話 0 3 一 5 2 5 3 一 1 1 1 1 ( 内 5 5 5 0) 

  0 3 一 3 5 0 2 一 6 7 5 2 ( 夜間直通Ⅰ 

担当 日中、 虎 澤 

  1@ - 



自律的な安全衛生管理の 今後のあ り方に関する 検討会 

昭和 4 7 年に労働安全衛生法が 制定され、 以来 3 0 年同法に基づき 労働災害 

防止対策を展開してきており、 その間労働災害は 半数以下にまで 減少してきて 

いるものの、 近年その減少率は 鈍化している。 さらに、 社会経済情勢の 変化に 

対応し、 労働者の安全と 健康を確保するため、 今後の安全衛生対策の 在り方を 

検討する必要性が 指摘されている。 

また、 企業の分割・ 統合が進展し 人材の流動性が 高まり、 就業形態が多様化 

している申で、 特定の人材の 知識・経験に 依存しない組織的、 体系的な安全衛 

生管理体制を 確立し、 安全衛生対策を 推進する必要性が 高まるとともに、 さら 

に 、 安全衛生に関する 知識やノウハウを 事業場内において 継承させる必要性も 

指摘されている。 

このような状況下で、 我が国の安全衛生法体系の 今後の在り方を 考えると、 

法令で最低基準を 定め、 それを事業者に 遵守させるという 現行の手法に 加え、 

安全衛生に関連する 様々な要因の 変化に柔軟に 対処できるリスクアセスメント 

の手法を核とする 事業者の自律的な 安全衛生管理体制を 確立する仕組みの 導入 

を 拡充し、 リスクの合理的かつ 体系的な低減を 図ることにより、 安全衛生水準 

を向上させることが 望まれる。 

このため、 今回、 専門家を参集し、 そのリスクアセスメントの 有効な手法の 
ェ つであ る労働安全衛生マネ 、 ジメントシステムの 企業での実状、 労働衛生に係 

るマネジメントシステム 等についての 報告等を行うこととしたい。 
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第 5 回企業における 自律的な安全衛生管理の 進め方検討会議事録概要 ( 案 ) 

「 日 時 平成「 5 年「 0 同 23 日 ( 木 )  14:00 ～ 16:00 

2  場 所 専用筆「 6 会議室 

3  出席者 

( 委員 ) 平野座長、 井上委員、 太田委員、 衣川委員、 小出委員、 、 

後藤委員、 柴田委員、 畠中委員、 森委員、 宮尾委員 

(f 〒 aB び 恒川安全衛生部長、 中 油 計画課長、 西本安全課長、 

中林労働衛生課長、 飛鳥化学物質調査課長、 

高橋建設安全対策室長、 高橋環境改善室長、 他 
オブザーバー 

4  議事概要 

事務局から、 「企業における 自律的な安全衛生管理の 進め方」中間報告書 ( 案 ) を説明 

後、 意見交換を行った。 その内容は以下のとおり。 

0 ホワイトカラ 一についての 対応が十分でない。 

づ 4. ( 「 ). ア ． ( ウ ) において、 ホワイトカラーを 含んだ過重労働対策等に 対応してい 

る。 

04. (,[). ア ． (7) における中間管理職に 関する教育の 趣旨が不明確であ る。 

0 ラインのトップの 教育の推進によるライン 機能の強化ではないか。 

づ 趣旨を明確にする 表現とする。 

0 高齢者のリスク 低減を考えてはどうか。 

づ 従来から高齢者対策は 進めてきている。 

OOSHMS の導入効果及びインセンティブ 措置 ( 重複の指摘 ) に関する記述を 適正にして 
ほどうか。 

づ 導入効果については、 適正な表現ぶりに 修正し、 インセンティブ 措置に関しては、 

重複を避けた 記述とする。 

04. ( 「 ). ア， ( ゥ ) の過重労働対策、 メンタルヘルス 対策に加え、 化学物質による 健康 
障害の追加により、 課題とのバランスが 良いのではないか。 

づ指摘のとおりとする。 

0 環境省が環境経営促進法を 検討しているらしいが、 インセンティブ 措置のひとつとし 

て政府調達への 優先ということが 有効ではないか。 

づ 環境省の法案はアドバルーンを 上げただけであ る。 

07 ぺージ下から 5 行目の根拠として「マスコミで 指摘されている」でほなく、 独自の根拠 

 
 

 
 

 
 



を 入れるべき。 

づ背景要因についてば、 推測の段階であ ることから、 この表現とした。 

0 「性能用件化を 促進することについて 検討が必要」と f ま ポジティブ か ネガティブか 

つ 前向きに性能用件化を 考えていく趣旨であ る。 

0 トップの意識を 強調すべきではないか。 

経営トップの 関与という観点から、 4. ( いアの OSHMS の説明文にトップの 関与の記 

述を入れるとおさまりが 良い。 

づ 追加する。 

0 安全文化のコンセプトを 入れてはどうか。 

づ 既に JCO の事故の対応において、 内政審議室による 事故対策会議の 報告書の通 

知 において、 地方局にも指示している。 

03 へ二 ゾの 問題意識の中には、 混在のない業務請負の 場合における 発注者の責任が 
明確でない。 

づ 7 へ Ⅰ ゾの 「施設設備等の 管理権 原を有する者による 下請労働者等を 含めた管理 

体制を推進する」において、 発注者も包含されていると 考える。 

0 企業として安全配慮義務を 守ることとは、 OSHMS の実施ということではないか。 

0 性能規定化を 推進するにおいて、 安衛 注 28 条に基づく技術上の 指針、 通達レベルの 

ガイドライン、 業界基準等の 充実が必要であ る。 

0 安全管理者の 研修の義務づけも 必要ではないか。 

08 パ ーゾの (0) の専門家について、 具体性に欠ける。 

づ 従来からの安全衛生の 担当であ る、 産業医、 衛生管理者等の 教育を、 リスクの評 

価という専門性を 高めるという 観点で、 充実することにより 専門家を育成ということ 

になるのでほないか。 

づ 今後、 座長と相談し、 先生方の意見をいただき、 最終版としたい。 

  


